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総 務 常 任 委 員 会 記 録

１．会議日時

平成２３年３月１６日（水）午前１０時　　　　開会

　　　　　　　　　　　　　午後　２時４０分　閉会

１．場所

大会議室

１．出席委員
委 員 長
 三好義治 
 副委員長
 村上英明 
 委　　員
 川端福江
委　　員
 三宅秀明 
 委　　員
 上村高義 
 委　　員
 野口　博

１．欠席委員
なし


　
　
　
　

１．説明のため出席した者
市　長　森山一正
 副市長　小野吉孝
市長公室長　羽原　修
 同室次長　山本和憲
同室参事兼秘書課長　井口久和　　政策推進課長　山口　猛
同課参事　小矢田博子
 人事課長　石原幸一郎

人権室人権推進課長　林　彰彦　　　同課参事　中村実彦

人権室女性政策課長　牛渡長子
総務部長　有山　泉
 同部次長兼財政課長　北野人士
同部参事兼総務防災課長　布川　博　　同部参事兼法制文書課長　奥　幸市
情報政策課長　柳瀬哲宏
 市民税課長　川﨑敏康　　　
固定資産税課長　中西利之
 納税課長　野村眞二
 工事検査室長　宮木茂実
会計管理者　寺西義隆
監査委員、選挙管理・公平・固定資産評価審査委員会事務局長　寺本敏彦
同局局次長　豊田拓夫
消防長　北居　一
 消防本部理事　浜崎健児

同本部参事兼警備第１課長　本山　勝
同本部総務課長　熊野　誠
 同課参事　明原　修
 予防課長　森　一男
警備第２課長　樋上繁昭

１．出席した議会事務局職員
事務局長　野杁雄三
 同局参事　池上　彰

１．審査案件（審査順）
　　議案第　１号　平成２３年度摂津市一般会計予算所管分
議案第　９号　平成２２年度摂津市一般会計補正予算（第５号）所管分

　　議案第　４号　平成２３年度摂津市財産区財産特別会計予算
議案第２１号　摂津市職員定数条例の一部を改正する条例制定の件
議案第２３号　摂津市職員の管理職手当に関する条例及び一般職の職員の特殊勤務手

当に関する条例の一部を改正する条例制定の件
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（午前１０時　開会）

○三好義治委員長　おはようございます。

　先ほど、黙祷にご協力をいただきまし

たが、東北地方太平洋沖地震に見舞われ

た皆さん方に、改めて哀悼の意を表して

おきたいというふうに思います。

　それでは、ただいまから総務常任委員

会を開会します。

　本日の委員会記録署名委員は、野口委

員を指名します。

　先日に引き続き、議案第１号所管分及

び議案第９号所管分の審査を行います。

　上村委員。

○上村高義委員　先日に引き続きまして

の総務常任委員会ということで、私のほ

うから質問させていただきますが、その

前に、去る３月１１日に発生しました東

日本巨大地震において犠牲になられまし

た方のご冥福をお祈り申し上げますとと

もに、今なお避難生活をされている方々

にお見舞いを申し上げたいと思います。

　今、国を挙げて全力で取り組んでおり

ますけども、摂津市として、摂津市民と

して何ができるかということを早急に決

めて、市民が一致団結して取り組めるよ

うにぜひ進めていただきたいということ

を冒頭申し上げておきたいと思います。

　それでは、まず初めに予算概要１０２

ページの防災対策事業と自主防災訓練等々

に関しまして質問させていただきます。

　この東日本大震災においても、摂津市

においてさまざまな対応をされておりま

す。当市においても、いずれ東海・東南

海・南海地震等々が想定されておるわけ

ですけども、やはり今のこの震災という

ものを教訓にしながら、摂津市の地域防

災計画等々に反映していかなければなら

ないというふうに考えておりますけども、

１１日から本日までの摂津市の対応が、

どのようにされたのかということを改め

てご報告を願いたいと思っています。

　それと、同じく自主防災訓練について、

参加率８．９％と数字が総合計画等々で

出とるんですけども、この８．９％の数

字がどういう数字なのかということと、

参加人数が２，１９４人となっておるわ

けですけども、分母はどういう分母なの

かなということがわかりかねますので、

そこを少し教えていただきたいと思って

います。

　同じく消防団の資機材補助ということ

でありますし、それと今回消防団の機能

強化のために増額をされたということで

ありますけども、改めてお伺いしたいん

ですけども、摂津市の消防団の数という

ものと三島地区における消防団と比べて、

摂津市の消防団というのはどういう特徴

があるのかをまずご報告をいただきたい

と思っています。

　次に、２０ページから２２ページにか

けまして市税についてお伺いいたします。

　摂津市の２３年度予算３２４億ですか。

その中で市税収入が１７２億１，２００

万円ということで予算が計上されており

ます。その１７２億というものの信憑性

ということについてお伺いしますけども、

その算出の根拠というということで、ど

ういう形でこの１７２億が出てきたのか

なということを、まずお聞かせをいただ

きたいと思います。

　それと、摂津市の特徴として企業が多

くてというのが言われてます。実際、市

民税一人当たりを見ますと、２２万円と

いう税収であります。これは、大阪市を

除いて大阪府下でも１位の市税額であり

ますけども、なおかつ、その中身を見て

みますと、法人市民税が一人当たり、こ

れ２１年度決算ベースですけども、１万

８，１５２円ですかね、法人市民税一人

当たりね。これが、大阪府下で１番です、
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断トツの１番ですね、法人市民税は。

　そして、固定資産税も一人当たり１０

万６，３２８円ということで、これも大

阪府下で１番です。なおかつ個人市民税

に限って言いますと、５万３，１２６円

ということで、中位に位置しております。

　実は、この市税の構造を見たときに摂

津市の特徴があらわれているということ

であります。

　そういった中で、実はこのことは摂津

市のまちを反映しているということと、

これは過去、今まで取り組んできたいろ

んな政策が形になって市税収入の構造と

いうことになっとると思っています。こ

のことを当局としては、どのように理解

してるのかという考え方をまずお聞かせ

いただきたいと思っています。

　次に、同じく予算概要の２０５ページ

と３０ページ、関連してなんですけども、

市税の徴収率ということでお伺いいたし

ます。

　予算概要の２０５ページには、徴収率

見込みが書いてあります。平均で、市民

税が９１．２％ということであります。

固定資産税も９５．２％という見込みで

書いておりますけども、実はそれと同時

に、今回、新たに納税コールセンターを

設置するということとコンビニ収納を始

めるということであります。これの効果

をどのように見てるのかということであ

ります。まず、その見込みについてどう

いうふうな考えを持っておられるかとい

うことをお聞かせていただきたいと思い

ます。

　それと、３点目としまして、予算書５

０ページに土地売払収入で６億２，２３

８万円を計上されておりますけども、こ

の売り払う土地の具体的な場所はどこな

のかということをお聞かせいただきたい

というふうに思っています。まず、それ

を最初にお聞かせいただきたいと思いま

す。

　次に、第４次の総合計画推進事業につ

いてお尋ねいたします。これは、予算概

要の１８ページです。

　今回、第４次の総合計画のスタートの

年ということであります。この総合計画

は七つの目標ということで分類されてお

りますけども、基本構想があって、基本

計画があって、これから実施計画をつくっ

ていくという段階になると思いますけど

も、まず２３年度予算、総額５７１億６，

８００万円ですよね、それがこの七つの

目標のどこに、どう配分されているのか

という、仕分けができているのかどうか

ということであります。

　２３年度は、市民活動、環境、健康を

重点に置くというふうに言われておりま

すけども、この七つの目標にどのように

予算配分をしていくのかということが非

常に重要であると思っていますけども、

その状況はどうなのかということをまず

お聞かせいただきたいと思っています。

　それと関連して、実はこの総合計画を

進めていくと、１０年後には摂津市は住

みたい、住み続けたいまちにするという

ことであります。それを見たときに、現

在の職員の市内への居住率というものは

どうなのかなということで、職員みずか

らもやはり摂津市に住みたいと思うこと

が大事であって、そのことからいくと、

現在はどうなのかなということが非常に

気になるところでありまして、現在の職

員の市内への居住率は幾らかなというこ

とをまずお教えいただきたい。

　それと、創造的人材育成を行うという

ことでありまして、その中は協働の理解

を深めるために創造的人材をつくってい

くんだということであります。その中身

は、どういう育成をしようとしているの
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かということをまずお答えいただきたい

と思います。

　それと、次に予算概要１８ページの指

定管理者制度検討事業ということであり

ますけども、１２月の債務負担行為での

予算額といいますか、お金は単年度で見

ますと、私の理解では２３年度は総指定

管理料が１６億６，４８６万円になると

いうふうに思っていますけども、実際２

３年度予算の中で総指定管理料は幾らに

なったのかということと、指定管理者制

度そのものの検討を進めるというふうに

書いてありますけども、具体的にはどう

いうことを検討されていくのかというこ

とをお答え願います。

　次に、人材育成、専門能力開発向上事

業についてお尋ねいたします。

　この専門能力を開発すべき対象範囲と

いうのは、この本庁内なのか、水道も含

むのか、教育委員会も含むのか。６６０

人というふうに言われてますけども、そ

のすべての職員が対象なのか、どこまで

が対象なのかということをまずお聞かせ

をいただきたいと思っています。

　次に、広報についてお尋ねをしますけ

ども、私は常々摂津市民に対しての広報

と摂津市外に向けての広報、これが大事

であるというふうに考えております。ま

ず最初にお尋ねしますけども、実は市役

所に入ってきて、玄関ロビーの左の上を

見ますと電光掲示板があるわけですが、

あそこには、今、「人間基礎教育の徹底」

ということが流れてますけども、実はあ

の掲示板をもっと有効利用できないかな

という思いがありまして、あの管理、そ

して具体的に中身がね、文字が変更でき

るのかどうか、そこらについて、まず１

点目をお聞かせ願いたいと思っています。

　次に、１６ページ、情報公開事業、個

人情報保護についてお尋ねします。個人

情報保護審査会というのがありますけど

も、具体的にこの個人情報保護について

の審査というものが過去にあったのかな

かったのかということで、お答え願いた

いと思います。

　以上で、１回目を終わります。

○三好義治委員長　布川参事。

○布川総務部参事　まず、東北地震に関

します本市の対応でございますけども、

ちょうど地震が発生しましたときは、こ

の前の総務常任委員会の最中でありまし

て、我々もびっくりしたところでござい

ます。１４時４６分ごろ、東北地方太平

洋沖地震が発生し、その２分後にはもう

既にこちらで震度１を記録しておりまし

て、ちょうど中断になりました１４時５

０分ごろ、震度３を確認しました。これ

が、一番揺れのひどいときであったと思

われます。そのあと、被害状況、市内の

状況、それから庁舎内の状況、施設の被

害、それから負傷者の有無を確認するよ

うに指示しました。幸いなことに、両方

とも被害がなかったということで安堵を

しております。あと、その日の夜８時に

救援のため、消防本部から８名、岩手県

のほうに行っていただきました。

　翌、土曜日ですけども、市として対応

させていただきましたのは、まず支援物

資、どれだけ用意できるかということも

ありましたので、とりあえず乾パン１，

２００缶を発送できるように段取りをさ

せていただきました。それから、当日も

こちらの呼びかけする以前に、市民より

救援物資の持ち込みがありました。

　それから、土曜日時点で三島地区の対

応の確認をさせていただいたり、それか

らちょうど「ウィズせっつフェスタ２０

１１」ですか、この催しの中で急遽募金

箱を置いていただいたということで、４

万５，６４０円の募金が集まったという
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ふうに聞いております。

　それから、翌１３日の日曜日ですけど

も、１４時、消防本部より岩手県に第２

便、８名が出発しております。

　日曜日の２時半に、１階の地域福祉課

と正面玄関の受付に義援箱を置かせても

らい、正面玄関に義援金の受け付けをし

てますという垂れ幕も掲示させていただ

いております。

　１４日の月曜日ですけども、東北地方

太平洋沖地震災害支援本部を立ち上げさ

せていただきました。それに伴いまして、

コミプラ、公民館等、市内の１０か所、

それから市役所内の３か所に募金箱を設

置しました。

　それから、摂津市として義援金５００

万円を送るということと、ホームページ

を立ち上げさせていただきました。

　また、昨日１５日ですけども、今後の

市の主催行事についての留意点、そうい

うものを作成させていただきました。

　それと、昨夜、消防の第１便が帰って

きております。

　そして、けさ方、８時半に水道部から

１．５トンの給水車とパトロール車、４

名の職員が盛岡のほうに出発したところ

でございます。

　この地震に関する現在までの市の対応

としての流れは、以上のような形でござ

います。

　次に、２点目の自主防災組織の訓練の

参加率はどのように算出してるかという

ことでございますが、自主防災訓練は１

世帯１名の参加を求められていることが

多いようにお聞きしております。各地区、

各校区の対象世帯数と防災訓練に参加し

ていただいた人数で算出をしておりまし

て、平成２１年度の本市の自治会加入世

帯数２万４，６１４世帯のうち２，１９

４人、すなわち２，１９４世帯が参加さ

れたとして計算しておりまして、参加率

を８．９％としたものでございます。

　ちなみに、平成１９年度は２万１，８

０７世帯で２，１５９名の方が、平成２

０年度は２万２，３５７世帯で２，６８

６人の方々が参加されておりまして、そ

れぞれ９．９％、１２．０％としており

ます。

　次に、公有地売却に伴う候補地でござ

いますが、売却予定地は第五中学校の裏

側になりますが、鳥飼新町１号地と同じ

く２号地、この２か所。それから、東一

津屋のラーメン屋さんの裏になりますが、

東一津屋２号地、地番としましては東一

津屋２８、それから、ふれあいルーム、

この４か所が対象になっております。

○三好義治委員長　熊野課長。

○熊野消防本部総務課長　それでは、摂

津市消防団の現況と三島地区と比較して

どのような特徴があるのかとのご質問に

お答えいたします。

　消防団は、地域消防力の要で、地域防

災のリーダーでもあります。日々、郷土

愛護精神に基づき、ご活動をされている

ところであります。

　摂津市消防団は、全国に先駆けまして

導入した機能別消防分団を含め３２分団、

団員数は３８６名、ポンプ車は１０台、

小型動力ポンプ２２台、積載車等２２台

であります。

　三島地区各市町の状況につきましては、

吹田市は団員数が２０６名、ポンプ車９

台、小型動力ポンプ１０台、積載車等２

台。茨木市は、団員数５４１名、ポンプ

車０台、小型動力ポンプ３５台、積載車

等３４台。高槻市は、団員数７４０名、

ポンプ車２台、小型動力ポンプ５４台、

積載車等５０台。島本町は、団員数１３

４名、ポンプ車１台、小型動力ポンプ９

台、積載車等７台であります。
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　当市消防団は、市の規模から考えまし

ても、人員、機械とも充実しており、地

域消防力は非常に高いものと思います。

○三好義治委員長　川﨑課長。
○川﨑市民税課長　市税の各税目の取り
まとめ及び調定につきましては、市民税

課税制係が行っておりますので、市税に

関しますご質問のうち、市税の積算の根

拠、また市民一人当たりの税額等のこと

につきまして、私のほうからご答弁をさ

せていただきます。

　まず、市税の根拠でございますけれど

も、平成２２年度市税の当初予算は１６

８億５，０００万円を計上いたしており

ましたが、ことし１月時点で１７億４，

３００万円増の１８５億９，３００万円

の決算になるものと今現在見込んでおり

ます。

　この主な要因としましては、昨年１２

月議会でご審議いただきました２２年度

補正予算第４号及び今回ご審議いただき

ます補正予算第５号で計上しております

ように、市たばこ税で１６億１，０００

万円の増、法人市民税で６，０００万円

の増に対して、個人市民税で１億２，０

００万円の減となっております。

　こうした状況等も踏まえて、平成２３

年度予算では、予算概要の２０５ページ

にあります当初予算市税調定額徴収率見

込表のとおり、市税の税目ごとに調定額

を積算し、過去の徴収率の実績も考慮し

て１７２億１，２４０万円を計上したも

のでございます。

　それでは、現年課税分から税目ごとに

ご説明申し上げます。

　最初に、個人市民税では、企業業績の

回復が給与・賞与等にまだ反映されてい

ない状況であり、２２年度補正予算第５

号で１億２，０００万円の減額をさせて

いただくことと同様、給与の伸びは期待

できないと判断し、平成２３年度予算に

おいても前年度をさらに下回ると予測し、

給与所得者の給与収入をマイナス１．５

％と見込んで積算いたしました。

　法人市民税では、景気の低迷が底を打っ

た感があり、２２年度補正予算第５号で

６，０００万円の増額補正をしておりま

すように、税収においても好転してきて

おりますので、２３年度におきましては、

主要法人からの税収の大幅な改善が期待

できるものとして、前年比３９．４％増

と見込みました。

　また、純固定資産税において、土地に

ついては引き続き地価が下落傾向にある

ことに伴う時点修正の影響により、０．

４％減と見込みました。

　家屋におきましては、新増築等の増に

より、前年比２．２％増と見込みました。

　償却資産におきましては、経年による

減価及び景気の影響はあるものの、前年

実績を考慮し、前年比０．４％増とし、

純固定資産全体では、前年度比０．６％

増と見込みました。

　都市計画税につきましても、固定資産

税と同様の理由により、前年比０．２％

増と見込みました。

　軽自動車税におきましては、前年度に

引き続き、４輪乗用車の登録台数の増加

が見込まれるため、前年比３．０％増と

見込みました。

　市たばこ税は、昨年１０月の税率改正

による税収増の影響が、値上げや健康志

向による消費本数の減少による減収要因

を上回ると見込み、前年比１６．４％増

で見込みました。

　滞納繰越分につきましては、市税全体

で、前年比６．７％増の２億４，１１０

万円を見込んで計上いたしました。

　続きまして、市税の負担に関する市民

一人当たりの税負担の点でございますけ
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れども、委員ご指摘のように、摂津市の

特徴として市税の半分を占めます固定資

産税は、非住宅用地に係ります税収が、

その固定資産の半分以上を占めておりま

す。

　また、市民税におきましても、摂津市

の法人の関係で、これも他市に比べて、

いろんな業種の法人等があり、そういっ

たことで、委員ご指摘の内容になってお

るかと認識しております。

○三好義治委員長　次に、野村課長。

○野村納税課長　市税の徴収率に関しま

して、コールセンターとコンビニ収納の

効果と見込みということでお答えさせて

いただきます。

　まず、コンビニ収納でございますが、

効果につきましては、過日の当委員会で

もお答えさせていただいたとおり、本年

度、軽自動車税ではございますが、納付

書の発行件数、約２万４，０００件に対

し、コンビニを利用されたのが約７，５

００件ということで、約３１％の方がご

利用いただいているという形になってお

ります。そして、２３年度コンビニ収納

を個人住民税、固定資産税にまで拡大し

て実施するに当たりまして、その見込み

でございますが、府下の先進市の状況を

見てみますと、利用率が１％から２５％

と、かなり幅があって、利用されている

地域ではかなりされているんだなという

とこがあるんですが、本市で２３年度の

見込みといたしましては、今年度の軽自

動車税の利用率が、初年度にしましては

府下でも比較的高い利用率であったとい

うことも考慮しまして、全体的に２０％

程度の利用を見込ませていただいており

ます。そして、コンビニ収納が拡大して

の効果でございますが、コンビニ収納に

つきましては、２４時間３６５日、納付

が可能ということで納税をしやすい環境

になるのかなという点をとらえますと、

納期内納付の件数というのが、かなりふ

えてくるのではないかなと思います。そ

れに伴いまして、督促状の発行件数等が

減るということで、その分に係る経費の

節減というところも期待できるのではな

いかなと考えております。

　次に、市税等のコールセンターの効果

と見込みでございますが、市税等のコー

ルセンターにつきましては、ご承知のと

おり、市税及び国保料の納期を過ぎても

納付が確認できていない方に対しまして、

納付の確認とうっかり忘れ等があった場

合は、納付のご案内を差し上げているも

のでございます。

　本年度８月から実施しておりまして、

２月までの状況でございますが、市税に

関しましては取扱件数といたしまして、

市のほうからコールをお願いした件数が

延べで１万６，０００件ほどになります。

　その中には、電話番号のわからない方

もおられますので、その番号調査も行っ

てもらっておりますが、その後、判明し

た件数に対しまして電話を発信していた

だいた件数が約１万件ございます。

　そのうち、本人との接触といいますか、

電話がつながった件数でございますが、

それが約３，２００件ということで、発

信した件数に対しまして、約３０％の割

合で本人に電話がつながっているという

状況です。そのうち納付のお約束をいた

だいた件数が約１，４００件ということ

で、本人と接触した方に占める割合とし

て、４３％の約束がいただけてると。お

約束いただいて収納が確認できている金

額が、約２，２００万円ほどであります。

　税目別で申し上げますと、個人住民税

に当たる部分が約１，１００万円、固定

資産税に係ります分が約１，０００万円、

軽自動車に係る分が約４８万円となって
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おります。この分につきましては、２３

年度も実施ということで、今回、予算に

計上させていただいておりますが、この

コールセンターでの来年度の効果という

点では、現時点での数字等を参考にしな

がらですが、個人住民税では、調定額の

約０．４％、１，５００万円ほど、固定

資産税では０．２％の約１，７００万円、

軽自動車税で０．２％の１６万円、都市

計画税で０．２％の約３００万円、合計

３，５００万円ほどをコールセンターの

効果として見込んでおります。

○三好義治委員長　山口課長。

○山口政策推進課長　総合計画に関しま

しての２点のご質問にお答え申し上げま

す。

　まず、今回の新しい総合計画、七つの

目標設定しておりますが、それごとに当

初予算額、五百数十億ですね、配分はど

うなっているのかというふうなご質問で

あったかと思います。

　今現在、４月１日からの機構改革を踏

まえ、また、現在の第３次総計から第４

次総計に当たりまして、新たに緑と環境

というふうな大きな柱を１本つくったり

とか、それから従来第６章のほうで市民

主体のまちづくりというふうなところと

行政経営のところが一体となったところ

を、市民に関するところですね、市民が

元気に活動するまちということで、これ

は第１節のほうに持ってきたというふう

なことがございまして、相当体系が変わっ

ております。従来の事業、施策の下にそ

れを実現する手段として事業があるわけ

でございますけれども、その事業のあり

どころといいますか、いわゆるどの目標

について、どの政策について、その下、

施策がございますが、どの施策について

いるかという体系が相当変わってきてお

りますので、現在、その組みかえ作業を

やっている最中でございます。

　また、それにつきましては、あらかた

政策推進課のほうで事業を割り振りまし

て、庁内で確認をしていただいて、その

修正を今やっておるという状況でござい

ますので、その作業が完了したときには、

七つの目標ごとの予算は予算書と完全一

致するというわけではございません。

　といいますのが、人件費につきまして

は予算概要では人件費事業というふうに

くくられておりますけれども、総合計画

のほうでは、人件費の取り扱いにつきま

しては平均単価をとりまして、一人ひと

り、例えば私でしたら何々事業に１０％

の時間をかけているとか、何々事業には

２０％の時間をかけてるとか、そういう

ことで、おのおのの人が、どれだけ、ど

の事業にかかわっているかということで

案分をしていきますので、そういう作業

もしながら４次総計への新たな体系の組

みかえ作業を完了して、後に七つの目標

ごとの概算の予算額というのは出てくる

ものというふうに考えております。

　それから、２点目の総合計画の目標年

次である１０年後でございますが、職員

の居住率ということを申されておりまし

た。

　この件、よくいろんなところで問題と

いいますか、お話があると思うんですけ

れども、委員もご承知のとおり、職員の

市内在住率は、大体４割程度ということ

でございます。６割が、市外に在住して

おるという状況にございます。

　これにつきましては、いろいろ個人の

事情もあるでしょうけれども、私どもと

しましては、先ほど言われました住みた

いまちづくりという基本視点を持ってお

りますので、そういうとこから言います

と、もちろん職員も含めて、市民さん、

それから市外の方に摂津市の魅力を発信
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し、強みを生かしたまちづくりを市民協

働でやっていくことによって、住みたい

まちと思ってもらえるように取り組んで

まいりたいと考えております。

○三好義治委員長　石原課長。

○石原人事課長　まず、協働を実践でき

る職員をどのように育成していくかとい

う問いであったかと思います。

　大きな流れとしましては、協働を実践

できる職員の育成のために、まずは協働

とは何かというものを理解する。その次

に組織、また自分自身の仕事の中で協働

していく事業というのはどういうものが

あるのか、課題の洗い出しをすること。

また、次に発想した協働について、でき

る事業を実践していく。最後に、実践し

た事業を評価し改善する。大きな流れと

しては、そのような形になるのかと、今、

考えております。

　具体的には、来年度につきましては最

初に申しました協働とは何かというもの

を、各職員が十分に認識することが第一

歩であると考えておりますので、全職員

が協働に取り組む基礎づくりを行ってい

きたいと考えております。

　次に、専門能力開発向上事業の対象者

でございますが、水道部の職員につきま

しては、公営企業会計であることから独

自で研修費を計上しておりますので、水

道部以外の職員が対象となっております。

○三好義治委員長　山本次長。

○山本市長公室次長　指定管理者制度に

関するご質問にご答弁を申し上げます。

　まず、債務負担の額と平成２３年度予

算額の関係でございますが、昨年１２月

に債務負担といたしまして、５１億９，

４５８万５，０００円の枠を計上をさせ

ていただいたところでございます。平成

２３年度、その債務負担限度額に対しま

す予算額といたしましては、１６億４３

８万１，０００円となっております。そ

の差額といたしまして、３５億９，０２

０万４，０００円というような関係になっ

ております。

　続きまして、指定管理の関係の検討委

員会の具体的内容というお問いでござい

ます。

　まず、検討委員会の委員の選出でござ

いますけども、税理士等を含めまして３

名程度の外部委員を予定をいたしており

ます。それに、庁内の幹部職員で構成を

していただいた検討委員会を立ち上げる

予定でございます。

　来年度の具体的な取り組みといたしま

しては、指針第１次改訂版にありますよ

うに、指定管理に当たっての公募・非公

募のあり方、並びに外郭団体全体のあり

方について検討をさせていただきたいと

思っております。

　なお、場合によりましては、その検討

委員会に外郭団体の職員をお呼びして、

その中でヒアリング等を実施をしていく

場合もあるのかなというようなことは検

討をいたしております。

○三好義治委員長　井口参事。

○井口市長公室参事　まず、玄関ロビー

にございます電光掲示板の管理は、秘書

課が担当をしております。

　現在の運用につきましては、主に人間

基礎教育の啓発に利用させていただいて

おります。と申しますのは、この電光掲

示板は、平成１９年にライオンズクラブ

様よりご寄贈いただいたものでございま

すが、文字入力の機器にふぐあいが、今、

生じておりまして、スポット対応、新し

いメッセージの発信はできていない状況

でございます。原因が今つかめましたの

で、早急に改修をして有効利用を図って

まいりたいというふうに思っております。

○三好義治委員長　奥参事。
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○奥総務部参事　個人情報保護審査会に

ついてのご質問について、お答えいたし

ます。

　個人情報保護審査会といいますのは、

個人情報保護条例に基づきまして、市等

の機関が開示決定等をした際に、それに

対して請求者から不服申立てがあった場

合に、諮問させていただく組織でござい

ます。

　個人情報保護に関しましては、不服申

立てはこれまでございませんので、不服

申し立てについて諮問したということは

ございません。したがいまして、この審

査会の開催はございません。ただ、委員

の任期が３年になっておりまして、任期

が終わって新しく任命させていただくた

めの審査会ということで、３年ごとに１

回は開催をさせていただいているもので

ございます。

○三好義治委員長　上村委員。

○上村高義委員　それでは、２回目の質

問をさせていただきます。

　まず、１点目の防災事業ということで、

東日本太平洋沖地震における摂津市の取

り組みということで、ご報告がありまし

た。

　今までも迅速に対応していただいてい

るというふうに思っておりますけども、

支援本部というのを設置されたというふ

うに聞いておるんですけども、新聞紙上

では。その本部の設置された時間とか、

日にちとかの報告がなかったですよね。

だから、その本部機能について、やはり、

今、とりあえず迅速に対応していただき

たいというのがあるんですけども、やは

り各課がどういう対応をしたかというの

をつぶさに記録して、みんながわかるよ

うにしとかないと、いざ南海地震等々が

起きたときに、やはりそういう小まめな

時間記録と、どこがどういう動きをして

るかを把握しとかないと、全体としての

指示がね、本部長からの指示がなかなか

通りにくいんじゃないかなと思っていま

す。

　聞くところによりますと、何か自治会

長さんに、あしたかあさってぐらいに、

連合自治会長さんに説明をするというよ

うなことも聞いてますけども、実はそこ

はだれの指示で動いたのか等々が明確で

ないと、みんなが勝手に行動しちゃうと

統制がとれなくなって、みんながパニッ

ク状態にさらになっていくということで

ありますので、やはり個々が本部長を中

心に、総務防災課が事務局となりながら、

関係各課がどういう動きをしたのかとい

うことをつぶさに報告させるようにしと

かないと、そして、これはきっちり記録

に残して、そして、このことはやはり摂

津市の地域防災計画に織り込んでいくよ

うにしとかないと、いざ巨大地震が関西

地区に来たときに、やはりきっちり対応

がとれるようにしとかないとだめではな

いかなと思っています。

　いずれにしても南海地震は来ると言わ

れてますんで、やはり、今、起こってい

る東日本の大地震、これは人ごとではな

いんだ、やはり我々にも起こり得る確率

が非常に高いということを肝に銘じなが

らしていかないとだめではないかなと思っ

ています。

　やはり総務防災課長が８万４，０００

人の市民を守っとるわけですから、それ

は市長から、そういう役割をいただいて

その仕事をしてるわけですから、そのこ

とをやっぱり肝に銘じて仕事をしてもら

うということと、関係各部の人はね、そ

れぞれに自分の役割があって、それは動

くと思いますけど、やはりその動きをきっ

ちり把握してるのはどこかというと、総

務防災課が事務局であるというふうに今
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は位置づけられてるんじゃないかなと思

います。

　やはりそういったことでは、各部署が

とった行動はきっちり報告するように、

そして、それはちゃんと記録するように、

時間と内容については記録。それをずうっ

と集めていくと、摂津市の対応が明らか

になってくるというように思っています

し、そのことをきっちり実施していただ

きたいということを思ってます。

　先ほど、自主防災の参加範囲というこ

とは、自治会加入者と言いましたけども、

自治会加入世帯が２万何軒、人口も８万

何人であって、摂津市で働いている人が

それプラスされるわけですから、摂津市

に来る人、摂津市に今おる人の命を守る

ということを念頭に置かないと、自治会

の加入者だけを守るということはあり得

ないというふうに思っていますので、や

はりそれも自主防災訓練をもっともっと

発展させた活動をすべきではないかと思っ

ています。

　今、避難生活を見てますと、皆さん、

体育館等に泊まっておられますが、実際、

摂津市で訓練等々で体育館に泊まったこ

とはないんですよね。それが、実際に起

きたときに、どういう問題が発生するか

はつかめてないんです。やはり体育館に

一晩泊まるということは、どういうこと

なのかということも頭に入れないと、そ

れがいざというときの対応につながると

思っていますんで、あらゆることを想定

して訓練というのをしていかなければな

らないんじゃないかなと思っています。

　現時点では、東日本に対する支援とい

うことで全力を挙げていただきたいとい

うことを思っていますし、さらに、この

ことを教訓にしながら、いざ摂津市で起

きたときに我々は何をすべきかというこ

とも、ぜひ念頭に置きながら行動をして

いただきたいと思っています。

　いろいろ、本来は言いたいこともあっ

たんですけども、とりあえず今は、総務

防災課に対して東日本に対しての全面的

な支援自体をきっちりやっていただきた

いということを要望しておきます。

　それと、摂津市の消防団の特徴、やは

り三島地区で比べると、私は非常に誇れ

る組織ではないかなと思っています。そ

ういった意味で、今回、消防団の補助と

いうことで出しましたけども、やはりもっ

ともっと、そういった意味では、ここに

予算を投入すべきだというふうに思って

いますし、あるいは、市民の生命と財産

を守る最前線におるわけですから、その

ことを、やっぱり消防団の皆さんの声等々

を聞いて、それを予算に反映していくと

いうことが一つの仕事じゃないかなと思っ

ています。

　消防団の方が常々思っとることをやは

り聞いて、それを予算に反映していただ

くということと、やはりこのように摂津

市の消防団組織としては非常に立派なも

のがあるということを、やっぱり市民の

皆さんにもきっちり報告して、そして市

民の皆さんの理解が得られるようにして

いただきたいというふうに、これも要望

といたします。

　次に、市税についてですけども、市税

構造の話で、一人当たり２２万というこ

とでありました。摂津市の２３年度、３

２４億。その中で見込みということで、

今、お話がありましたけども、過去、私

が平成８年から２１年度までの予算と決

算の比較をして、予算値より決算値が上

回ったのは４回。いつも大体予算値より

決算値が多いんですけど、リスク対策と

して、ちょっと市税収入を少な目に見込

んで、いざふたを開けてみたら多かった。

これはいいことなんです、いいこととい
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うか、そういう多分リスク対策をとられ

ると思います。

　過去に一番少なかったのが、１７年度

ですね、１７２億３，６００万円。これ

が、平成８年から現在までで一番市税収

入が少なかったのが１７２億３，６００

万円。２３年度予算は、大体それと同じ

額を計上しとるということであれば、ま

さに、１７年度が非常に危機的な状況が

予想されて、再建団体という思いがあっ

たわけですけども、それを乗り越えて今

きとるわけです。

　そして、市税構造的には、さっき言っ

たように法人市民税が多くて、固定資産

税が多くて、そして、個人市民税が大阪

府下の中で真ん中ということです。これ

は、今までずうっと先人たちが取り組ん

できたまちづくりの成果が、このような

形にあらわれたというふうに思っていま

す。

　そして、今回、総合計画がスタートし

て新たなまちづくりをするわけですけど

も、今回、２３年度の事業の中で企業誘

致を促進する条例が出されておりますけ

ども、実はこれは企業の法人税がふえる

ということでは、いい面があります。

　しかし、すべてを企業に頼るというこ

とは、やはりあってはならないんじゃな

いかなという思いもあります。やはりこ

れからは、個人の市民税がふえることも

考えていかなければならないんじゃない

かなと思っています。

　企業にこういう税収を依存するのは、

外部依存型構造なんですね。やはり内部

で、摂津市の中でそういう税収構造が、

皆さんが物が動くたびに市の中で外貨を

獲得できるような、市民優先型の内発型

地域振興というのが各地では広がってお

ります。やはり、今、企業に頼っている

摂津市のまちですけども、ずうっとこの

ままでいいのかというと、やはりこうい

うことだけではだめなんじゃないかと思

います。やはり地域振興を起こして摂津

市のまちみずからが、市民みずからがい

ろんな事業を起こしてやっていくんだと

いうことも必要じゃないかなと思います。

　そこで、私が言いたいのは、今、政策

推進課を中心に総合計画を進めていくん

だと。１０年後には、ある摂津のまちが

でき上がりますけども、実はその後の１

０年後を見据えたまちづくりをしていか

ないと、この先がないんじゃないかなと。

常に１０年後、２０年後を見据えたまち

づくりをする。そのためには、やはりそ

ういう研究開発、まちづくりの研究をす

る人材、あるいは人が要るのではないか

なと思います。

　この第４次総合計画も決まりましたん

で、これは変えられません。これは議決

を得た大事な計画であります。１０年間

はこれでいく、よっぽどの異常事態が、

例えば今回の地震みたいなものがあった

ときには、それは変えることもあり得ま

すけども、本来的には決めた以上は変え

られません。この決められた１０年間に

きっちり実施していけば、住みたいまち、

住み続けたいまち摂津ができ上がるんだ

ということです。その先を、やっぱりこ

の１０年間で見据えた動きをしていかな

ければならないというふうに思っていま

す。

　そういった意味で、そのためには、や

はりその後の１０年を調査・研究する組

織づくり、人づくりが必要じゃないかな

と思っていますけども、そのことについ

て考えをお聞かせいただきたいし、やは

り外部の人も使うべき、外部人材をどん

どん使うべきである。専門家等々の意見

もね、取り入れるべきじゃないかと思っ

ています。そういった意味で、その考え
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についてお聞かせをいただきたいと思い

ます。

　あと、市税徴収率、納税コールセンター、

コンビニ収納等々についてですけども、

先ほど答弁がありました。２３年度見込

みが、コールセンターで３，５００万円

を見込んでおるということでありました。

　実は摂津市の徴収率、収納率を調べて

みますと、これは２１年度決算ベースで

すけども、市民税徴収率平均９０．９％、

これは大阪府下で、後ろから３番目です。

平均が９３．４％です。そして、固定資

産税の徴収率は９４．８％、平均が９３．

２％、そして、法人市民税は９８．１％、

平均も９８．１％、ほぼ大阪府下平均で

ございます。個人市民税の徴収率、これ

を見ますと８８．７％。大阪府下平均が

９２．９％、摂津市は後ろから数えて３

番目ということであります。非常に低い

徴収率ということであります。

　今回、そういう納税コールセンター等々

でいろいろな取り組みをされますけども、

行革の中に債権管理マニュアルを作成す

るというふうに書いておりますけども、

今、債権管理を取り仕切る組織があると

思いますけども、そこら等々でどういっ

た形で進んでいくのかなというふうに思っ

てますし、この債権管理マニュアルとい

うものをいつまでにつくって、どういう

形で利用しようとしているのか、そこを

お聞かせいただきたいと思います。

　次に、土地の売り払い収入ですけど、

今、４か所を売却する予定であるという

ことであります。やはり土地は高く売り

たいですよね。高く売って収入をふやす

ということにあると思うんですけど。こ

の売却値段というものの判定基準という

ものは持っておられるのかということと、

なぜこの新町１号地、２号地かな、長年、

手もつけずにというか、一遍は出したと

思うんですけど、長年置いてきた土地を

売る決断に至ったところと、東一津屋に

ついては、もう一等地でありながら、長

年、野ざらし状態で置いてきたわけです

けども、それがなぜこういう売り払いに

至ったのかという経緯と、ふれあいルー

ムについてはいろんな市民の意見があり

ます。これは売る、当初、福祉会館にあっ

た機能をふれあいルームに移したわけで

すけども、コミュニティプラザができた

時点で売却する計画だというのは前々か

ら聞いてましたけど、これは理にかなっ

ている、売る時期とかタイミングとか値

段とかありますけども、これは方針に示

されたとおりきておるわけです。ただ、

この新町と東一津屋については、お金が

ないから売るんだということはわかるん

ですけども、なぜこの時期なのかという

ことを説明ください。

　それと総合計画推進事業ということで

あります。２３年度予算が、この総合計

画に示されている七つの目標別の予算配

分については、今後していくんだという

ことであります。

　それと、職員の市内の居住率は４０％

ぐらいであるということであります。私

はこの総合計画をつくって、そして職員

の皆さんのしている仕事はすべてこの総

合計画のある目標に結びつかないと意味

がないというふうに思っております。職

員一人ひとりがこの七つの目標の私はど

の仕事をしているんだということをきっ

ちり明確に示していかないとだめだとい

うふうに思っております。

　そういった意味でこの予算を配分する

ということは、自分の仕事はこの七つの

目標のどの仕事だというのが明確になる

というふうに思っていますので、その意

味合いも含めて、実施計画をつくるとき

に、自分の仕事はどの位置にあるんだ、
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私の仕事は摂津のために役立っているん

だという意識を持ってもらわないと、た

だ漠然と仕事をしているのではなくて、

私の仕事は市民の生命と財産を守る大事

な仕事なんだという意識を持って、使命

感を持って仕事をするためにもそのこと

が必要であると思ってますし、先ほど協

働ということで、人材を育成するんだと

いうことでありました。

　まず、この協働を進めるためには、人

材育成を担当する課長、担当者が協働と

いうのは何かということをきっちり明確

にもっていないとだめです。それを任さ

れているのがこの担当課長であるという

わけです。それを市長から使命、役割を

いただいて、それを市の職員に協働とい

うものの体制をつくり込んでいくという

ことではないかなと思ってます。

　実はこの協働という文字、文章をよく

よく見ると、これはまさに目標管理その

ものなんです。一つの目標に向かって皆

さんと協力してやっていきましょうと。

この目標が明確になるということがまず

第一条件と。この目標がぶれないという

ことも一つの大事なことでありますし、

それとやはりこの協働するメンバーはだ

れかというのを探すことも大事なんです。

協働者がだれかということを見つけると

いうことも大事だし、またそれをきっち

りマネジメントする人、これも大事なん

です。そこら辺をきっちりしておかない

と、ただ単なる集まった人だけになるん

です。そういった意味ではこの協働につ

いての人材育成は大事でありますし、や

はりそれと、もっとわかりやすく説明し

ていかなければならないんではないかな

と思います。

　私の思っている協働のイメージを示し

ますと、これは小説の「もしドラ」です。

これは小説の世界です。これにきっちり

書いておりますけれども、具体的には私

はサッカーのザッケローニ監督がとった

行動、これは協働そのものではないかな

と思います。アジアカップで優勝するん

だという目標を明確にして、そして各選

手の役割をきっちり見い出して、そのポ

ジションにつける。そして、選手だけで

はないんだと。コーチ、スタッフ、そし

て観客、日本から応援するサポーター等々

が一致団結する、これが協働そのもので

あると。

　これは今に始まったことではない、ずっ

と昔からあることなんですけども、これ

をするということを、それは担当の課長

がきっちり職員の皆さんに具体的にはど

ういうことだということを明確に示すべ

きだと思っていますけれども、そのこと

について担当課長の考えをもう一度お聞

かせください。

　あと指定管理者制度の検討事業という

ことについてであります。もう一度やっ

ぱり指定管理者制度は何のためにあるの

かということをきっちり明確にしておか

ないと、これは何のため、がぶれるとい

ろんな間違った方向にいくと思っていま

す。

　それと同時に市民サービス、これは市

民サービスと効率的な運営というのがあ

りますけども、やはりともになんですけ

ども、どっちに重点を置くかということ

も大事でありまして、今の指定管理者制

度、そして３年後の指定管理者制度がど

うなるかということを明確にしていかな

ければならないと思ってますし、それと

今、非常にこの指定管理料、予算、お金

の面でわかりにくい。指定管理料が先ほ

ど１６億４，０００万円でしたかね、そ

ういう数字がありました。これが予算書

ですっとわかる人はなかなかいてないん

ですよ。
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　そして、ましてや指定管理で契約して

おきます。例えば、１億で契約しました。

しかし、契約金額以外にまた委託料とし

て支払いをしておる場面も多々あるんで

すよね。本来はこれは企業間同士ではあ

り得ないんです。物を受注して、１億で

実施しました。また追加で受注がくると

いうのは、これは考えられないんです。

これはこれ、これは１億円でできました。

これで仕事は終わりです。あとまたある

んであればまたそれで契約をするんです

けどね。

　今の制度的には契約額を支払いました。

これまた事業も委託します。総委託料は

何ぼかって、だれもつかめてない状況な

んです。これは僕に言わせると無管理状

態なんです。やはりこれは管理すべきこ

とであって、やっぱりお金はきっちり管

理していかないと無駄遣いがチェックで

きないということであります。そのこと

も含めてどうされようとしているのか、

お聞かせください。

　人材育成について、対象は水道部を除

いた職員だというふうに言われました。

皆さんは専門家ですよね。ここにおられ

る方はすべて専門家です。ある何かの専

門家なんです、スペシャリストです。私

が一番危惧してますというか、今回、こ

ども育成課と教育委員会が一緒になって、

子育て、就学前教育の充実をやるという

ふうに聞いておりますけれども、やはり

保育行政と幼稚園行政との連携というの

は非常に大事になってきますし、とりわ

けゼロ歳から３歳の保育行政と幼稚園行

政が一緒になったとき、そういったとこ

ろの人材育成、研修というものについて、

所管はどこになるのかとさっき言い、所

管はここだということなんで聞くんです

けども、そういったところの対応という

のはどう考えておられるのか、お聞かせ

ください。

　あと広報についてです。あの電光掲示

板に今、東日本に対する摂津市の取り組

み状況等が流れていたら、市民が見て、

ああ摂津市はこういうことをやってるん

だなということがわかるんですけど、今

はそれができてないということです。

　それと私、先般、福島の区役所に行っ

たんですけども、福島の区役所に行くと、

柱に看板があって、何かなと思ったら企

業の広告だったんですけど、企業広告収

入も得ているなということ。摂津に帰っ

てくると電光掲示板があって、受付の人

が入口のところに座ってて、シルバーの

人ですかね、男の人も立ってますけれど

も、やはりあの電光掲示板をもっと使っ

て市の情報を流す、あるいはそこに広告

等々も入るんであればそれをやって、収

入を確保するということもできるんでは

ないかなと思ってます。これ一度、考え

ていただきたいと思っていますし、その

方向性について確認をしておきたいと思っ

てます。

　もう一つは、やはり市外、市の外に向

けての広報。これを広報戦略というんで

すけども、広報戦略として摂津市のいい

ところを市外に対して広報していく。今、

長野県の佐久市が広報戦略でプロの方を

お招きして広報戦略をしようとしていま

す。それで見てたら、そのプロから聞か

れているのは、市のいいところは何です

かと、とことん聞かれるんです。市の職

員が市のいいところを答えるんですけど

も、皆さんは摂津のいいところ、こう聞

かれたら答えられますよね。摂津をけな

されたら怒りますよね。特に、総務部長

なんか、顔を真っ赤にして怒りそうなん

ですけれども、それが大事なんですよ。

あれ、摂津に対して自信を持つというこ

と、まず第一条件らしいですけども、こ
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ういった市外についての広報戦略につい

て何かお持ちでないのか、聞かせてくだ

さい。

　個人情報保護についてですけども、こ

れは個人情報を守るんだという法律でご

ざいます。本当にそれが守れているのか

ということを危惧する場面も私は感じて

おります。やはりこれは法律なんできっ

ちり守るということが大事なんで、まし

てや市の管理しているデータ情報は一切、

むやみに外に出ないということ。それが

市の職員の強みなんですよ。市の職員と

一般の企業と比較したときに、機密保持

機能がすぐれていると、こう言うんです

けども、一般の企業も個人情報は出した

らだめなんで一緒なんですけども、しか

し役所はやはり個人情報はきっちり守っ

ておるんだという意識はあるんですけど。

　特に私が言いたいのは、私がいつか先

般、身内の告別式があって家族葬だった

んですけども、それは全く関係ない人も

来たりしておったわけですけど、これっ

て情報がどこかから漏れとるんですけど

も、市から漏らしたらだめなんです。自

治会からいくのはいいんですけど。市は

やはり個人情報はきっちり守るべきだと

いうことを申し上げたいと思います。こ

れは要望だけです。きっちり守ってくだ

さいということで。

　以上で２回目終わります。

○三好義治委員長　それでは答弁を求め

ます。

　山口課長。

○山口政策推進課長　まず１点目に第４

次総合計画の目標年次、またその３２年

から先１０年間をも見据えた形でまちづ

くりをし、また人材育成や研究をしてしっ

かりやっていかなければならないのでは

ないかということであったと思います。

また、２点目として職員の仕事が総合計

画の七つの目標のどこに結びついている

のか、また、自分はどこをやっているの

かというふうなこと、これを合わてお話

させていただきたいと思います。

　まさしく委員が今おっしゃったこと、

非常に大事なことであるというふうに認

識いたしております。特にこの組織づく

り、人づくり、自分は、いや私の課はど

こを担っているのかという意識づけとい

うのは非常に重要でありまして、それに

つきましては、今現在、この総合計画、

この１０年だけじゃなくて、その先にも

つながるような形でやるためには、やは

り毎年その成果、結果を分析して、検証

して、次にしっかりと生かしていくとい

うふうなことを一人ひとりがしっかりと

取り組んでいかなければならないという

ふうに考えております。

　まさしく言われた目標管理というとこ

ろですね。単に私はこの事業をやってい

るんですというのではなく、その事業っ

て一体何のためにやるんですかと、目的

があるわけですね。その目的とは何ぞや

と言いましたら、一番上は七つのまちづ

くりの目標です。でも一番直近で言いま

したら施策なんですね。この施策と言い

ますのは一つの部で完結している施策も

あれば、いろんな部署、いろんな課が一

つの施策の目標を達成するために手段と

して事業を実施しているとこういう関係

にあります。ですから、おのおのの部な

り、課もそうですし、事務事業を実施し

ている職員一人ひとりもそうですし、や

はり自分自身がどこを担っているのか、

それは何のためですかと、それが実際に

施策の目標、まちづくりの目標までしっ

かりとつながっていないような事業でし

たらこれはスクラップないしは方向性を

変えるということも必要ですし、そのあ

たりを繰り返し繰り返しやっていくこと
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によって自分自身の中に、自分のミッショ

ンはこれなんだ、ということを、少し時

間がかかるかもしれませんが、これの繰

り返しだと思ってます。そこをしっかり

取り組んでいきたいというふうに思いま

す。

　そのために、具体的に政策推進課のほ

うで行政評価ということをやっておるん

ですけれども、今までこの行政評価、事

務事業を中心にやってまいりました。そ

の事業の結果どうなったんですかってい

うようなことを中心にやってきましたけ

ども、今後はいろんな部・課が一つの目

標、いわゆる施策のほうを構成しており

ますので、施策単位でもって、施策の目

標がどうなったのかと。ではその施策の

目標を達成するために、あなたの課、あ

なたの課、あなたの課、あなたは何をど

うしてきたのかということを重きにおい

て、施策中心の評価をやっていきたいと

いうふうに考えております。

　それから、第４次総合計画ですけれど

も、策定の段階から一番大事にしたこと

というのは、市民参画でございました。

それともう一つ、職員参画。総がかりと

いうふうに言っておりました。何のため

の職員総がかりかといいますと、委員が

先ほどおっしゃいました、自分は一体ど

こを担っているのかと。自分らでつくれ

ば自分の担うところがわかるでしょと。

そのためにしっかりと職員総がかりとい

うことで、自分たちがやらねばならんと

こはどこですかというところでこれを職

員が、もちろん、市民会議とかいろんな

ことをやりながら、市民参画ということ

を大事にしながら、我々が自分たちで策

定に取り組んできたということですので、

しっかりと各課の皆さん、自分のミッショ

ンを把握していると思いますので、あと

はしっかりと検証して、次へとつなげる

ということをしっかりとやっていきたい

と思います。

　現在、ここに基本計画のところに、施

策ごとに総括担当、統括部ですね、部単

位で書かれておりますけれども、実は当

初、計画の右側で基本計画の施策の展開

のところですけれども、こちらのほうに

課名を入れておりました。課名を入れて

どこの課がということを冊子上も明らか

にしておったんですけれども、これにつ

いてはいろいろ総合計画の審議会でも議

論がなされまして、余りここで課を入れ

ますと壁ができるんじゃないかとかいう

こともありましたので、ここは省いてお

りますけれども、これは職員一人ひとり

手書きでやったものですから、我々もきっ

ちりとこの部分についてはどこが担当し

ているということをしっかりとわかって

おりますし、そのあたりはさらなる次の

十年間へとつながるような形で検証、評

価していきたいというふうに考えており

ます。

　それから協働のことでございました。

協働の姿を明確に示すべきではないかと

いうことでございますけれども、今回、

協働のルール、共有化ということで、市

民の方にも入っていただき、また庁内で

も職員参画を求めてやっていこうと思っ

ております。これはやはり私の思いでもっ

て、これが協働ですというふうな形で押

しつけみたいな形でやるものではないと

思っております。

　みんなで話をして、私はこう思うんだ

けれどもあなたどうですか、っていうよ

うな形でやっぱり進めていって、それで

やはりわからないところ、どんな領域が

あるんだと、どの領域で協働するんだと、

どの分野でやるんですと。おのおの役割、

もうちょっと突き詰めていったらどうな

るんですか、具体例も含めて、その会議
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の中でしっかりと議論をしてまとめてい

きたいと考えております。

○三好義治委員長　野村課長。

○野村納税課長　それでは債権管理マニュ

アルの作成について、お答えさせていた

だきます。

　市債権の管理対策協議会という会が市

に設置されております。その下には二つ

の部会がございまして、国税徴収法によ

る滞納処分することができる債権を有し

てる課が集まった滞納整理部会、そして、

それ以外の債権についての私法整理部会

という二つの部会がございます。私、納

税課長が部会長を務めています滞納整理

部会についてお答えさせていただきます

が、マニュアルにつきましては、納税課

が持っているもの、スキル等を部会で共

有した中で、各課に応じた形のマニュア

ルの作成というのをやってもらっており

ます。

　そしてその中で、今年度、部会を開催

した中でも、実際、納税課の担当者を講

師にしまして、ケーススタディというこ

とで、部会そのものは所属長なり課長代

理級で構成されておるんですが、ケース

スタディにおいてはそれよりも課の担当

者も出席していただきまして、納税課が

今持っているスキルなり、やり方等を、

例えば預金、財産調査であったり、差し

押さえの手順、交付要求の手順等々につ

いて、実際に行っているやり方を説明さ

せてもらって、その都度、質問等もいた

だいた中で、それぞれの課がマニュアル

づくりもそうですが、実際の中身を想定

しながら会のほうを進めておりました。

　債権管理という中では滞納処分という

ことも一つですが、会の中で今年度も話

題になっておりましたのは、いかに滞納

繰越を少なくするかということでは、納

付しやすい環境づくりというのも一つ共

通課題として持ちながら進めておりまし

た。

　その中では、先ほど来、質問に出てお

りましたが、コールセンターの活用につ

いては、今現在、市税と国保料という形

でやっておりますけれども、その辺の拡

大ができないかということで、次年度早々

にもそのあたりを検討していこうという

ことで、先日も部会の中で意思確認をさ

せてもらったりしておりますので、そう

いう形で債権の管理ということでは、納

付のしやすい環境づくりであったり、滞

納処分の方法等、必要なことを検討しな

がら、マニュアルの中身をどんどん濃く

していくという方向で今、進んでいます。

○三好義治委員長　有山部長。

○有山総務部長　土地の売却がなぜこの

時期かというお問いについて答弁させて

いただきます。

　私ども、平成２０年３月に、これは政

策推進課のほうでございますが、３２物

件について調査をしております。

　昨今のこういう経済状況の中で、国、

地方ともに厳しい財政状況にあり、また

一方では地方分権ということで私どもの

ほうが今まで以上にみずからの責任にお

いて自主性、自立性の高い行政運営を行っ

ていくということが必要であるというふ

うに考えておりまして、そのことから、

今回、２２年２月に策定された本市の第

４次行財政改革実施計画に掲げられてお

ります市有財産の活用ということからそ

の検討委員会を５月に立ち上げておりま

す。

　土台としましては、政策推進課が集計

をしておりました３２の物件をたたき台

にして、未利用地の指定を再度見直すと

いう作業をしております。その作業の中

で事業仕分けという形で行っておりまし

て、すぐ処分が可能、確定測量済みであ
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りますとか、更地でありますとか、近隣

との条件がもう既に良好な関係にあるも

の、それをＡ。Ｂということで、条件が

ある程度整備されたら売却が可能なもの。

それから現在の利用計画、今後の事業計

画、使用目的があるため不可能なもの、

というような三つの段階に事業仕分けを

したところでございます。

　その結果、取りまとめを行いまして、

今回の件について、計画を２６年まで、

４次行革の期間でどの物件を何年次に売

ることが可能かという仕分けを行った結

果、この４件を本年、売るということで

決定をしたところでございます。

　なお、会議については、すべての物件

に対し原課のヒアリングも行っておりま

すし、１０月６日の庁議においてもこの

内容について報告をしたところでござい

ます。

　物件の価格につきましては、こういう

公有地でございますので、鑑定をとって

適正な価格を決めてから売却するという

手順を踏んでおります。以前の売却につ

いても確定測量、それから鑑定を行った

後、新聞広告などに載せております。

　今回の予算計上に当たります分につい

ては、前回、総務防災課長のほうから答

弁させていただきましたように、今の相

続路線価と、今後の価格の下落率、それ

から解体に要します費用、更地にするた

めの費用を除した金額を予算計上したも

のでございます。

○三好義治委員長　石原課長。

○石原人事課長　人づくり、組織づくり

というところで、外部の人材の活用とい

うところがあったかと思うんですけれど

も、今現在、大阪府のほうから出向とい

う形で来ていただいている方が数名おら

れまして、それらの方の知識等を業務に

生かしておるところでございます。

　また、他市では、例えば環境の計画な

どを作成する際に、その関係する民間の

方々を人事交流という形でお招きをして、

作成に当たっているということも聞いて

おります。

　本市においても、そのような外部人材

をうまく活用できるものがあるのかどう

かなどを含めて、大きな視点で、人材の

育成というものに今後も取り組んでいき

たいというふうに考えております。

　あと保育士と幼稚園の人材育成につい

てですが、人事課のほうでは、この専門

能力開発向上で研修予算として、保育所、

幼稚園の人材育成に今現在、努めており

ます。例えば、幼稚園教育要領、保育士

の指針などに基づきます保育内容につい

ての研修、また日々、読み聞かせとか、

リズム、手遊びなどの実務的な研修、ま

た幼児心理の講習会、そういうふうな研

修の予算を計上していきまして、幼稚園

教諭、また保育士の人材の育成に今現在、

努めているところでございます。

○三好義治委員長　山本次長。

○山本市長公室次長　まず、指定管理に

関するお問いにご答弁を申し上げます。

　指定管理料と予算の個別細目が１対１

になってないのではないかというような

ご指摘かと存じます。委員のお話のとお

りでございます。特に福祉の職場におき

ましては、本来、指定管理料というのは

公の施設の条例がございます。そこの仕

事をする際に指定管理料というのが本来

あるべき姿でございます。

　ただ、福祉の職場におきましては、国・

府からいろんなソフト事業が随時おりて

まいります。それを個別要綱なり、国、

府の要綱なりで事業を実施する際に、外

郭団体に仕事を委託する場合が多々ござ

います。これを合わせた形で予算計上し

てしまっている課があることは事実でご
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ざいます。

　このことを我々も今回のいろんなこと

で認識をいたしておりますので、各所管

並びに財政担当者と、委員のお話にあり

ましたように、指定管理料は債務負担の

１対１の細目になるように、すぐ検討を

したいというふうに考えております。

　次に、長期的な人材育成の中に、総合

計画後の１０年を見据える組織づくりで

あるとか、人づくりであるとかというよ

うな問いもございました。当然、我々も

必要なことであろうということは認識を

いたしております。

　民間企業におかれましては、調査研究

費、２０年後、３０年後の新しい開発の

ために人材もお金も投資をされるという

のは当然の姿であろうかと思います。我々

もそういう姿を目指したいということは、

当然目指していきたいというふうに思っ

ております。

　ただ、やはり職員が減少する６６０人

体制の中で、どうしても緊急的な課題で

ある目の前のこと、短期的な事業に人材

を充てるというような傾向にあることは、

我々としても現実的対応としていたし方

ないとこではございますけれども、長期

的を見据えた段階では、委員ご指摘のよ

うなことは考えていきたいというふうに

思っております。

　それと、総合計画にある目標を、日々

の仕事の中で意識するようにというご指

摘もちょうだいいたしました。そのこと

は我々も同じで、考え方は我々もそのよ

うに認識をいたしております。今回、総

合計画の中で七つの目標、言葉的にすべ

ての方に対してわかりやすい言葉で総合

計画も策定をしております。それは職員

にもわかりやすい言葉になっていると思

います。日々の中で自分が今、きょうし

ていることがこの総合計画のどの目標に

向かって仕事をしているんだということ

は日々頭に置きながら仕事をしていくと

いうことを今後とも職員に強く申してい

きたいというふうに思っております。

○三好義治委員長　井口参事。

○井口市長公室参事　まず１点目、電光

掲示板の活用でございます。先ほど、機

器の不具合が判明いたしましたので早速

に修理をいたしますが、現在、災害の支

援の取り組みですとか、そういうトピッ

クスを市民の皆様に、文字数が限られて

おりますけれども、わかりやすくできる

だけタイムリーに発信をしていきたい、

有効活用を図りたいと考えております。

　また、その活用の中で広告の導入はど

うかというアドバイスというか、要望を

いただきましたけれども、収入の確保を

図るということは大変大切なことだと認

識しておりますが、今のところ、その収

入確保よりもやっぱり内容の充実が先だ

ろうと私は今、考えております。ですか

らもう少しその辺は研究をさせていただ

きたいと思います。

　２点目の、特に市外から摂津に来られ

ている方を意識した広報戦略について何

を考えているんだというお問いでござい

ますが、これにつきましては、市長を先

頭に摂津市をＰＲしていくということで

新聞各社、マスコミ等通じて積極的に市

のＰＲなり、情報提供をしているところ

でございます。さらに今回の災害支援に

関しましても、市の動きをどんどん発信

していきたいというふうに思っておりま

す。

　それから、既存の手段を使って、これ

も電光掲示板と同じように我々は広報紙、

ホームページを持っておりますので、広

報板もございますが、この持てる媒体を

フルに活用したいというふうに思ってお

ります。
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　それでまた新たに何か手段を考えては

どうかということもあろうかと思います。

例えば、目で見て、音で聞いてというテ

レビ、ケーブルテレビ等の活用なんかも

あるのではないかと思いますが、これは

さすがに費用が高くつきます。近隣市に

調査しましても、ちょっと摂津市ではど

うかなというくらいの負担が想定されま

すので、新しいことも研究しながら、ま

ずは今持っている媒体をフルに活用して

いきたいというふうに考えておりますの

で、ご理解のほど、お願いしたいと思い

ます。

○三好義治委員長　上村委員。

○上村高義委員　それでは３回目の質問

ということにさせていただきます。

　市税と第４次総合計画等々、非常に関

連性が高いですし、総合計画をずっと実

施していけば１０年後にはある市税構造

が見えてくるわけですけども。現在の歳

出、摂津市の税金の使い方というのを見

ますと、総額３２４億円でありましたけ

ど、民生費が今回１３２億円で、皆さん

知ってるように民生費だけが毎年伸びて

いってます。一時、１０４億ぐらいで推

移してきたんですけど、子ども手当、生

活保護等々がふえてきて１３２億円にな

りました。一方、土木費、今、問題になっ

てます消防費等々は低位で推移しておる

わけですけども、実はこのことがいいの

かどうか、これは市民が決める話なんで、

これは市民がどういう思いでこの税金の

使われ方を見て感じてるかというのが、

きっちりウォッチしていかなければなら

ないんですけど、やはり最終的には市民

が住みたい、住み続けたい、と同時にやっ

ぱり税収もふえないといけないと思って

いますし、ある意味では市民がふえると

いうことも大事なんですけども、もう少

子化・高齢化していきますと、２０５０

年には１億を切るわけですよね。という

ことは、２０％、３０％減ってくるんで、

摂津も２０％減りますと８万人が６万人、

あるいは５万人という数字がその先々に

みえてくるわけですけども、そういった

こともイメージしながら、このまちづく

りというものを将来的に考えていかない

と。その中でも税収はあるんだというこ

とが大事なんでね。減っていっても税収

はちゃんとあるんだということも頭に置

いていかなければならないかなと思って

います。

　そういった意味で、やはりそこに知恵

というのが要るということで、さっきの

外部人材等々を申し上げたわけですけれ

ども、これは総合的に見てどう考えてる

かというのは、副市長、お答え願いたい

んですけども、摂津の職員に対してどう

いう形で指示しているのかということも

含めてお答え願いたいと思います。

　次に、市税徴収率。先ほど市税徴収率

のグラフを見せましたけども、個人市民

税が８８．７％、平均が９２％で、４ポ

イントぐらい差があるんですね。４ポイ

ントを掛けますと、約２億ぐらいでね、

額としては２億弱ですがふえるわけなん

ですけども。単純にはなかなかいかない

とは思うんですけども。今回、債権管理

マニュアルをつくるということでありま

すけれども、実は先日、ある人から後期

高齢者医療の督促状が来たけれど、これ

は何ですかねと持って来られたんですけ

ども、その人は国保と介護は年金天引き、

後期高齢者は自分で振り込みか天引きか

を選択できたんで振込してたんです。そ

のことを忘れてて、振込をしてなかった

んでその督促状が来て、これはこういう

ことですよということを言ったら、わか

りましたと言って笑って行きはったんで

すけど。
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　実はそういった形で、これは標準的な

債権の不納ですよね。不納があって、税

金を納めてない事象が発生した。そうす

ると滞納ということで督促状を送付する、

もしくは電話をする。文書催告、電話、

訪問等々いろいろあるんですけども、そ

れで納めてくれる人もいるし、納めてく

れない人もいるんですけども、実はその

事象ごとに、例えば、税金を納め忘れた

人が１００人おったとして、文書催告で

５人が納めてくれました。訪問して３人

が納めてくれました。いろいろ文書、電

話、訪問等々いろいろありますけど、そ

れで何人納めてくれたのかというデータ

をきっちりつかむということが大事なん

ですよ。データをつかんで、次はこの数

字を幾らにしようとすること、これが目

標なんですよ。だから１００件あって、

ある行動を起こしてことしは５件だった

と。次は７件にしようとか８件にしよう。

これが目標なんで、そのデータをきっち

りつかまなきゃだめなんです。

　ということで、そのこともやっていた

だきたいと思ってますし、今さっき、債

権管理対策協議会ということで、私法整

理部会等があるということで、協議会の

会長は副市長だというふうに聞いており

ますけれども、副市長からこのことにつ

いての指示、もしくは考えはどうされて

いるのかということをお聞きしたい。今

の私の説明した資料等々も含めてですけ

ども。摂津市が後ろから３番目というの

はやはり誇れることではない。やはり、

ちゃんと納めるべきはちゃんと納めても

らうということが必要ではないかなと思っ

てますし、他市のことは余り言えないん

ですけども、法人市民税がもう圧倒的に

低いところもあるんですけども、ここの

議会は何をしてんのかなと思うんですけ

ど、ただ摂津市においてこれは問題だと

いうことは言えるんじゃないかなと思っ

てますんで、そこのことについて、対策

協議会の会長としての副市長の考えをお

聞かせください。

　あと指定管理につきましては、やはり

もう一度指定管理というもののあり方、

目的に沿った形できっちりと議論してやっ

ていただきたいというふうに思っていま

す。また、決算ベースでこの総額が幾ら

になったのかと、また尋ねることもある

と思いますので、よろしくお願いします。

　あと総合計画の進め方の協働というこ

とでは、みんなでいろんな議論をして積

み上げていくんだということで、やはり

民意というものが、いろんな市民の意見

を聞いて、そしていろんな取り組み方を

模索して摂津独自の進め方をしていくん

だということと理解しましたけれども、

やっぱりそのことが大事であって、やは

りいろんな人の意見をいかに吸収して、

そして摂津独自の体制を築き上げるかと

いうことでございます。

　やはりそこで一番大事になってくるの

はマネジメント能力なんで、このマネジ

メント能力をいかに高めていくかという

ことも、ここにおられる方は自分で研究

していかなければならない義務を持って

います。それが求められているのが皆さ

んだというふうに私は思っています。

○三好義治委員長　副市長。

○小野副市長　まず、市債権の関係です

が、これも一口でなかなか言いにくいと

ころがあるんですが、市長の専決委任事

項の追加をしてもらいました。そのとき

の議論の中に、非常に生活の厳しい人ま

で全体で網をかぶせていくんではないだ

ろうな、ということがあったのを覚えて

います。いわゆる払いたくても払えない

人までいくんじゃないだろうなという議

論もありました。
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　したがって、いわゆる市に対するクレー

ムであるとか、行政が悪いとか、何もし

てくれないとか、そういう形でもって応

じられない方、財産があられる方、これ

は徹底的にいくようにという指示はいた

しております。

　その中で、この前も議論したんですが、

例えば、税はいくと。多分滞納しておら

れる方というのは、税は払っていなくて

国保料を払っているということは多分な

いとなるんで、行くときは同じレベルで

行かないと、税は行ったが、例えば国保

は何もしてないとなれば、そこはその方

から、どうなったんだ、市は、となるか

ら、それは基本的に横の連携を取るとい

うことの指示をして、私の資料の中では、

この１０月末現在で、全体で３８４件の

形で市は動いております。いわゆる差し

押さえ、交付請求、執行停止で３８４件、

去年の１０月現在でした。これはやらな

きゃなと思ってます。

　それで副市長として、そういう方法も

あるなと思っているのは、例えば、納税

課に向く職員、これは議会から見たとき、

どう見られるかは別として、これは行く

んだということで、やっぱりその性格も

ありますし、法的知識もありますし、そ

ういうものを重点的に集めてる市もあり

ます、この近隣でも。そこに行ったとき

は適性があれば相当長期間は変えない、

本人がそのことについて異動希望しない

限り。そこは数ポイント上がってきてい

る事例はあります。これも一つの形とし

て、人事の配置の中でどう考えるのかで

あります。

　それからもう一つは、前回言いました

ように、まだできておりませんが、例え

ば生活支援課に人を入れて増強すれば、

これは個人情報の関係がありますからア

ルバイトでは無理であると。それを入れ

たら必ず本来生活保護を受けるべき人と、

指導と、それはもう人なんですね。だか

ら納税課もそうなんです。国保もそうで

す。国保もそれなりの人を入れてやった

ら、一般会計の繰り出しは私は若干違っ

てくると思います。

　したがって、こんな厳しい人員抑制し

てますので、私が言ってるのはやはり歳

入をふやすか歳出をカットするかについ

ては、ここに焦点を当てて人事異動をや

るべきという考え方をこの前から議論し

てます。

　その課が頑張ってる、例え一人でもふ

やしてくれたと、我々の気持ちを考えて

やってくれたなということでも全然違う

と思うんです。だから僕はある程度人員

配置もめり張りをつけて、やるべき時期

に来ているというふうに危機感を持って

ます。なかなか今、６６０名割った中で

厳しいんですが、そういう配置が少しで

も原課が頑張っている形の中で一人でも

この４月に増員してくれたというような

形を見せるべきということで、今現在、

人事の配置関係もやってますけども、そ

ういう具体的なこともちょっと督励して

おります。

　なかなか厳しいんですんで、ここにお

る総務常任委員会所管の各課でも期待す

るところもあれば、どこが取られるんだ

とかあると思いますが、これはやっぱり

市長の判断でやったと、これ人事ではも

うもたないというふうに思います。みん

な仕事があるわけですから。

　そういうことを若干申し上げながら、

この支払えない人については、これは追

うわけではありませんと。しかし、そう

いうことでない人についてはきちっとやっ

ていきたいという思いを物すごく持って

おりますので、一歩でも二歩でも前に出

したいというふうに思っております。
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　それから、これからのまちづくりなん

ですけど、総合計画もさることながらこ

の前も読んでみまして、委員各位も見ら

れたと思いますが、摂津市に立地してい

るメリットが特にないというのと、何で

メリットというたら特にないと。交通の

便がよいと。摂津のデメリットはって言っ

たら特にない、交通の便が悪いと。これ

二つあるんですね、ここに。これ摂津を

ある意味で言い当てているところかもわ

かりません。二つあるんです。メリット、

デメリットが同じ形になるということ。

　それでショックだったのは、ここにあ

ります不動産業から、友達に摂津だと話

すと摂津かと見下されますとかが、書い

てあります、現実に。それで、他市から

見て摂津は低く見られている。教育環境

すべて立ちおくれている感じがするとか

ね、この中に入ってあるんですね、これ

に。

　私はこの前、歳入歳出の問題を言わせ

てもらいましたが、定住というキーワー

ドで、やっぱりこの３２年までのやつを

部長プレゼン、前言いましたように、こ

こに絞って各部から出すべきだと思いま

す。あれもこれもではあかんと思います。

したがって、前も言いましたように２２

年国調で摂津だけが人口が減っていると。

これ強気でいけば、他市はマンションを

たくさん建ってあるんだと、摂津も南千

里丘に建つし、それから吹操跡地にも建

つんだから大丈夫だよというのが強気だ

と思います。

　私はそういうことだけを見てはだめだ

と思います。やはり各市がやってる形と

いうのは、やはり人口３０万人を基本に

してどんどん国が動いてる、地域主権が

ある、経済の停滞がある、いろんなこと

を考えてくると摂津はそこのはざまに入

るわけですから、摂津が誇りを持ってい

くためには、そこの焦点に絞って議論を

したほうがいいと私は思ってます。

　各部長がこれをしたいあれをしたいと

いうことではなくて、限られた財源で何

をするのかということで優先順位を付け

たときに、私はキーワードは摂津のイメー

ジアップ、ブランド、定住ということで、

ここに大きな焦点を当てるべきというふ

うに思います。

　それで私いつも職員に言うんですが、

民間はコスト、スピード、技術開発です

けども、職員が大事なのは、市長で言え

ば勇気なんですが、そこを細かく言うた

ら、僕もスピードだと今思ってます。ス

ピード。それから、気づきなんですね、

気づくということ。これがあるかないか

によって、物すごく違います。私いつも

部長たちに言うのは、気づきという言葉

がいわゆる自分の言葉の中にあったとし

たら、こういう結果になったかというこ

とをよく言うんですね。このことはこの

前も言いましたけど、民間でも物すごく

言い出しました。そういうことが職員の、

いうたら専門家もいいんです、いいんで

すが、私は専門家を招くについては、やっ

ぱり市としての形をきちっと、どの方向

にもって、どうするか。それで中期財政

見通しを見てどうするかと言わないと、

幾ら専門家が来られても、摂津さんはど

うしはるんですか、一体、何を考え、現

状どう見てますか、さっきも言ったよう

にメリットもありますね。どんなまちを

つくろうと思ってるのということが、例

えば安威川以南と以北で分けて、そうい

うことを全体で議論して共有化したとき

に初めてこういう形のこういうノウハウ

のある専門家ということの中で、その辺

また立ち入ってやるべき時期に来たなと

いうふうには思ってます。

　したがって、さきの土地売却でも今、
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指示しているのは、ふれあいルームを売

ると言ったときに、地域に迷惑をかけな

いことも基本ですね。摂津の公有地を売

るという、市の財産ですから売り方があ

ると思います。ああなるほどこういうこ

とをして、こういういい一つの形ができ

たなというのと、お金さえ高ければいい、

それで道路形態もほったらかし、という

ような売り方ができるかどうかなんです

よ。僕はそうじゃないと思います。だか

らそういうことも含めて定住というキー

ワードの中で、それが将来の鯵生野団地

の問題であったって、野々団地のことで

あったって、私はそういうものも含めて

専門家の意見を聞く必要は大いにあると

いうふうに感じはしてます。

　したがってこの２３年度に入りました

ら、今、本会議の代表質問、また私、民

生常任委員会もこの総務常任委員会も出

ておりますので、いろんな気づく点をた

くさん持ってますので、一度それをまと

めて一度部長会で議論した上で、そして

次の中期財政見通しのどこまで事業化メ

ニューに入れるか、２７年度には基金が

ゼロ、赤字というのが出ているわけです

から、市長の言うトリプルパンチという

ことの中も含めながら、ここをきっちり

した上で具体の議論をしないと委員各位

の答弁にも窮するんではないかというこ

とを物すごく思っておりますので、そこ

を踏まえながらトータルで申し上げまし

たけども、いろいろとこう考えておりま

すので、そういう取り組みをしながら、

また議員各位、また委員各位のご意見も

賜りたいというふうに思っているところ

でございます。

○三好義治委員長　上村委員。

○上村高義委員　今、副市長から答弁が

あって、人づくりというか、職員の最適

な能力に行き着くんではないかなという

ふうなお話がありました。

　私は、やはり職員の皆さんの最適な能

力というか、これをコンピテンシーとい

うんです、行動特性と。気づきとかあり

ましたけども、それは皆さんいろいろ特

性があって、各個人がいろいろな能力を

持っておるわけですけども、潜在能力じゃ

なくて表に出てきた能力、これは行動、

コンピテンシーというんですけど、やっ

ぱりこのことが大事であって、思ってお

るだけではだめなんで、やはり行動して

幾らなので、やはり皆さんが率先して行

動して、そしてこの総合計画に基づいた

ミッションを達成していくんだというこ

とで、ぜひ職員が一致団結して、協働し

て取り組んでいただきたいということを

強く要望して終わります。

○三好義治委員長　暫時休憩します。

（午前１１時５８分　休憩）

（午後１２時５９分　再開）

○三好義治委員長　再開します。

　村上委員。

○村上英明委員　まず、市民税の件です。

本日もいろいろと個人市民税、また法人

市民税等々、審議もされておりました。

そういう中でこの法人市民税も含めたこ

の市民税全体の徴収の考え方ということ

でいろいろと議論もされましたけれども、

この徴収率の考え方ということで、全体

的には９３．９％の徴収率ということで

ございますけども、このパーセントの算

出の考え方につきまして、１点お尋ねを

したいと思います。

　２点目なんですけども、予算書の４８

ページ、徴税費委託金、税のことで書い

てあるんですけども、府税徴収事務委託

金の単価が今まで３，３００円というと

ころが３，０００円になっているという

ことでございますけれども、これは歳入

面のことも含めまして、この単価の変更
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の理由をお尋ねをしたいと思います。

　それから権限移譲の件ということで、

予算書の４２ページということで、権限

移譲の件が掲載をされておりました。権

限移譲推進特別交付金ということで３，

６５０万円、また金曜日もいろいろと議

論がありましたけども、５０項目の事務

という中で平成２３年３７事務を移譲す

るということを言われておったと思いま

すけども、この関係での権限移譲、また

地方分権等も踏まえて国とあるいは府の

動向について、お尋ねをしたいというふ

うに思います。

　４点目なんですが、予算書の６６ペー

ジに賃金のことが書いてあります。その

中で、平成２２年度当初予算比というこ

とで臨時職員の方は約３倍ということで

１１６万４，０００円、非常勤職員は１．

３倍ということで約２，１００万円、そ

れから健康管理嘱託員は１６万８，００

０円の増額ということでございますけれ

ども、この賃金の増額の理由についてお

尋ねをしたいと思います。

　それから５点目なんですけども、予算

書の７６ページ、大阪電子自治体推進協

議会負担金ということで、１５１万１，

０００円が計上されております。この事

業負担金の根拠につきましてお尋ねをし

たいと思うわけでございます。その中で

この会則の中に会費及び負担金というこ

とで、本協議会の会員は次の区分により

会費及び事業負担金を納めなければなら

ないということで、その額については総

会において定めるというふうに書いてあ

りますけども、平成２３年度の負担金の

算出根拠と、平成２２年度でどういう協

議がなされてきたのかというのをお尋ね

をしたいと思います。

　それから予算書の１５８ページ、消火

栓の整備負担金が計上されております。

この２３年度が３７９万円だったと思い

ますけども、消火栓設置のこの計上額の

考え方、そしてまたこの消火栓設置の距

離的な設置の考え方につきまして、お尋

ねをしたいと思います。

　それから予算概要の１０２ページに、

防災資機材及び備蓄用品整備事業という

のが計上されております。今回の大震災

等々踏まえて先ほども乾パン１，２００

缶、発送の用意をされているというふう

にお聞きをしておりますけれども、摂津

市としての備蓄の分から多分出されたと

思うんですが、そういう中でこの備蓄用

品の平成２２年度の購入、あるいはまた

平成２３年度の購入も予定されていると

思いますけども、全体の中で今回の１，

２００缶の乾パンを出されたということ

で、新たな補充分というんですかね、摂

津市の全体量として保管しなければいけ

ないというか、一定の量のお考えがある

と思うんですけども、その中でこの１，

２００缶はどういう影響を与えるのかと

いうのをお尋ねをしたいなと思います。

　次は、議案第９号のほうでございます。

２０ページにきめ細かな交付金、そして

また住民生活に光をそそぐ交付金が計上

されております。そういう中で、きめ細

かな交付金ということで８７８万８，０

００円、そして住民生活に光をそそぐ交

付金ということで５００万円が計上され

ておりますけども、ホームページで資料

をちょっと出してきますと、きめ細かな

交付金ということで全体的には２，５０

０億円、住民生活に光をそそぐ交付金と

いうことで１，０００億円ということで、

単純計算をすると、１，０００億円と２，

５００億円ですから２．５倍の交付金が

そのまま各自治体におりてくるのではな

いかなというふうに私、思ってたんです

けども、予算書から見ればこの８７８万
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円と５００万円の差ということになって

おりますので、そのあたりの交付金の算

定内容の考え方、そしてそれをどう活用

されていくのかということについて、お

尋ねをしたいなというふうに思います。

　１回目は以上でございます。

○三好義治委員長　野村課長。

○野村納税課長　市税の徴収率の考え方

ということに、お答えさせていただきま

す。

　徴収率の見込みにつきましては、過去

の徴収率の推移や昨今の社会経済状況等

を鑑みながら、そして先ほどからご質問

に出ておりましたコールセンターやコン

ビニ収納、そして納税課としてこれまで

から取り組んできております徴収努力等々

を一応勘案したものとなっております。

　ちなみに本市のこれまでの徴収率でご

ざいますが、平成１７年度が９３．８２

％、１８年度が９４．７９％、１９年度

が９４．９３％とこの間は上昇しており

ましたが、２０年度からは経済不況の影

響を受けまして、２０年度が９４．６０、

２１年度が９４．０２と、やや下降をし

ております。

　今年度の見込みでございますが、先ほ

ど説明させていただいた市としての徴収

努力であったり、コールセンターの活用、

コンビニ収納等々の要因で当初の見込み

の９３．２％を上回る９３．９％程度を

見込んでおります。

　新年度、２３年度につきましても、こ

の流れを勘案した中で一応徴収率の見込

みを出させていただいております。

○三好義治委員長　川﨑課長。
○川﨑市民税課長　それでは、市民税課
に係りますご質問についてお答えさせて

いただきます。

　個人住民税に係る徴収取扱費交付金の

関係でございますけれども、この取扱費

交付金は、市町村が個人の道府県民税の

賦課徴収に関する事務を行うために要す

る費用を道府県が補償するため、地方税

法第４７条、個人の道府県民税に係る徴

収取扱費の交付として市区町村に対して

徴収取扱費交付金として交付することが

規定されておるところでございます。

　今回の主な減額の理由は、現行のこの

本則では個人道府県民税の納税義務者数、

掛ける３，０００円のところ、特例措置

として平成２２年度課税分は３，３００

円として交付されておりましたけれども、

２３年度は本則どおりの３，０００円と

なったため、前年度比で１，２００万円

の減収となっております。

　これは平成１９年度から２２年度まで

は税制改正や電子化に係る経費負担等に

見合う分として、この特例として上乗せ

がありましたが、２３年度においては、

電子化等に伴うシステム改修やその他特

別な徴収コストを要する経費負担の増加

が見込まれないことから、本則どおりの

３，０００円となったものでございます。

　続きましてもう１点、地方税電子化協

議会負担金の中の会費でございますけれ

ども、これにつきましては規定の中で、

人口一人当たり１円となっております。

１，０００円未満は切り上げということ

になっておりますので、この分で申し上

げますとこの会費は８万４，０００円と

いうことでございます。

○三好義治委員長　山口課長。

○山口政策推進課長　権限移譲について、

国と大阪府の動向についてということで

お答え申し上げます。

　まず国の動向でございますけれども、

国におきましては、平成１９年４月１日

から施行されました地方分権改革推進法、

これは３年の時限立法でございますけれ

ども、これに基づいて地方分権改革推進
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委員会が設置されました。そこでいろん

な議論がなされて、数次にわたる勧告、

権限移譲、それから義務づけ、枠づけの

廃止、それと国の出先機関の原則廃止等々、

勧告がされております。それに基づきま

して昨年６月に地域主権戦略大綱という

ものが策定されております。

　また法律の改正なんでございますが、

昨年の３月に第１７４回国会のほうに地

域主権関連の２法案、これにつきまして

は、地域主権改革の推進を図るための関

係法律の整備に関する法律案、いわゆる

義務づけ、枠づけの見直しの関係法律の

一部改正ということで、４１法律を一括

改正するという法律案でございますが、

これともう一つ、国と地方の協議の場に

関する法律案ということで、国と都道府

県の協議の場をつくるという法律案でご

ざいます。これが地域主権関連２法案で

す。

　それともう一つは地方自治法の一部を

改正する法律案ということで、議員定数

の法定上限の撤廃を初め、議決事件の範

囲の拡大、それから行政機関等の共同設

置等について規定をした法律案が出され

ておりますが、これにつきましては現在

までずっと継続審議ということになって、

まだ両院とも成立はいたしておりません。

　また、今後、多分今回の通常国会にな

ろうかと思いますけれども、地方自治法

の抜本改正ということで、直接請求に関

することでありますとか、地方議会に関

すること等についての改正がされるとい

うふうに聞き及んでおります。

　また、まだ去年の法案が通ってない状

況ではございますけれども、自治体への

権限移譲についての４８の法律を改正す

るというふうな法律案、それと義務づけ、

枠づけの見直しについてと基礎自治体の

条例制定権の拡大、これは１６３の法律

の改正の一括法案が出されるであろうと

いうふうなことを予測しております。こ

れらの動きについては、本市の条例規則

等の改正も出てこようかと思いますので、

しっかりと見きわめてまいりたいと考え

ております。

　大阪府の動向でございますけれども、

大阪府においては平成２１年の７月、２

年前でございますが、以前から申してお

ります１０２項目の権限移譲について、

打診がございました。２１年７月の中旬

に２日間かけて１０２事務の説明会がさ

れ、それから昨年の３月に権限移譲計画

というものを府のほうに提出をして、摂

津市としては対象となっている７２項目

のうちで４７項目を受けますというふう

なこういう計画になってございます。

　その後、昨年７月に１０２項目の提示

のときに、府のほうが基礎自治体におろ

せるかどうかということがまだ不透明で

あった分なんかを確認をした上でプラス

１５項目の提示がございました。この中

には例の教育人事権の問題なども含まれ

ておりますが、この教育人事権の話につ

きましては、正式に市町村のほうに提示

があったものではございません。これは

一応まだ留保ということでありますので、

豊能地区でちょっと先行しているようで

ございますけれども、正式な移譲の打診

といいますか、大阪府からの話というこ

とではございません。

　それともう一つ、これ以外に大阪府の

ほうからは、旅券事務、いわゆるパスポー

トでございますが、市町村で発行すると

いうことについてどうですかと。実際の

発行機械というのは非常に高価でござい

ますし、市ですべて完結はしませんけれ

ども、申請の窓口、審査、そして大阪府

に送った後、お渡しするときも本人確認

を市町村でするというふうなことについ
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てどうかというふうな打診を、パスポー

トセンターを管轄する部のほうから提示

を受けておりまして、これにつきまして

は三島筋４市で、大阪府とパスポートセ

ンターのほうも含めて、これまで二、三

回勉強会を開いて検討しておる状況でご

ざいます。

○三好義治委員長　石原課長。

○石原人事課長　臨時職員賃金１７３万

１，０００円についてでございますが、

これまで納税、国保、介護保険、こども

育成課等でＯＣＲ等の収納事務を行って

おりましたが、平成２３年度からそれら

を一括して会計室で行うことになりまし

たので、そちらの分としまして臨時職員

１名分を予算計上しておるものでござい

ます。あと非常勤職員等賃金、また健康

管理嘱託員賃金の増につきましては、今

回、非常勤、臨時職員につきまして、処

遇改善として賃金の増額改定を行ったこ

とが主な要因でございます。

○三好義治委員長　本山参事。

○本山消防本部参事　消防整備事業の消

火栓整備負担金の考え方と整備内容につ

いてお答えを申し上げます。

　考え方と整備内容でありますが、消火

栓が現在、１，７７０基余り設置されて

おりまして、その消火栓の維持管理に係

る負担金と地下埋設協議等で水道管の入

れかえ等の計画があり、消火栓の設置に

効果のある場所があった場合に設置する

負担金、また充足率は９０％を超えてお

りますが、消火栓設置が有効であると考

えられる場所に設置する負担金でありま

す。しかし、その年度によりましては、

消防水利として有効な場所がない場合に

は設置をいたしておりません。現在の消

火栓、設置距離の考え方ですけども、歩

行距離で１００メートル、ホース５本分

を基本的な考えとして設置をいたしてお

ります。

○三好義治委員長　布川参事。

○布川総務部参事　それでは、本市が備

蓄しております食料と、今回、拠出を予

定しております乾パン１，２００缶の影

響についてご答弁させていただきます。

　今回の震災に伴いまして、翌日私ども

のほうで乾パン１，２００缶、早急に手

配できるものとして用意する段取りをさ

せていただいております。ただ、ご存じ

のように、現地のほうは大変混乱してお

ります。物資とそれから人的なものの受

け入れができない状態でございますので、

この乾パンもまだ手元に残っている状態

でございます。

　それと、本市におきます備蓄量でござ

いますけれども、大阪府の被害想定に基

づきますと、本市では１万３，２１４食

備蓄しておけということになっておりま

すが、おおむね年度末には２万食を本市

では確保しております。

　委員各位もご存じのように、この時期、

各地区で自主防災訓練が開催されており

ます。その際にこの備蓄食糧も供給させ

ていただいておりますので、一番少なく

なっておる時期ではございます。また、

この時期に合わせて追加発注しておりま

すので、間もなく２万食に届こうかと思

いますが、現在におきましても１万８，

０００食ほどはまだあろうかと思ってお

ります。

　そういう環境の中で１，２００缶の乾

パンは本市の備蓄にそれほど影響はない

と考えておりますし、状況に応じて追加

援助、支援も可能かと考えております。

○三好義治委員長　北野次長。

○北野総務部次長　補正予算第５号に計

上いたしました、きめ細かな交付金と住

民生活に光をそそぐ交付金の算定内容と

活用方法についてご答弁させていただき
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ます。

　まず、委員ご指摘のとおり、昨年１０

月８日に閣議決定されました国補正予算

に係りますきめ細かな交付金の総額は２，

５００億円でございます。ただし、内訳

がございまして、１，０００億円が都道

府県分、１，５００億円が市町村分となっ

ております。それと住民生活に光をそそ

ぐ交付金のほうは１，０００億円そのも

のが市町村分でございます。

　この二つの交付金の算定方法でござい

ますが、基本的に単価に人口を掛けまし

て、人口規模に応じた補正率を掛けます。

それで交付額を出すわけなんですが、た

だし、きめ細かな交付金に関しましては、

いわゆる財政力補正がかかりまして、摂

津市の財政力が高いものですから、おお

よそ４割がた削減をされておるところで

ございます。

　それで今回の補正で計上いたしました

のが、きめ細かな交付金８７８万８，０

００円でございます。これの活用内容で

ございますが、これは補正５号で計上い

たしております公民館の施設改修事業、

受変電設備の改修に活用してまいりたい

と考えております。

　それと、５００万円の光をそそぐ交付

金の決定でございますが、これは追加要

望をいたしておりまして、追加要望をい

たしておりました結果、前回の総務常任

委員会でもお話ししましたが、２，１６

３万６，０００円の総額の枠組みをいた

だいております。

　それで今回の補正において、図書の購

入費、市民図書館、図書センターでそれ

ぞれ活用いたしてまいります。それとと

もに市民図書館の一定の改修を行ってま

いります。それと追加要望をいたしまし

た交付金の活用としましては、これはい

じめ、不登校対策にも活用できますので、

今回、当初予算に計上いたしております

教育委員会の学校教育相談員配置事業、

教育相談事業等にこの交付金を活用して

まいりたいと考えております。

　あと前回の委員会でも答弁しましたが、

残りの額が補正当初充当しました残が６

３５万４，０００円程度残っております

ので、この部分につきましては、平成２

４年度の当初予算に計上し、それぞれ教

育の相談事業に充当してまいりたいと考

えております。

○三好義治委員長　柳瀬課長。

○柳瀬情報政策課長　大阪電子自治体推

進協議会につきまして、ご答弁をさせて

いただきます。

　大阪電子自治体推進協議会は、各市町

村での共同利用するための情報システム

の調達、開発及び運用を行うことを主な

事業としておりまして、現在、大阪電子

自治体推進協議会で稼働しておりますシ

ステムといたしましては、スポーツ施設

情報システム、いわゆるＯＰＡＳシステ

ムと電子入札システム、総合行政ネット

ワークシステム、これはＬＧＷＡＮと呼

ばれるものですが、この３システムがご

ざいます。

　各市町村はそれぞれが利用するシステ

ムに応じて決められた負担金を支払うこ

とになっております。本市の負担金の内

容でございますが、本市はその共同運用

システムのうち、総合行政ネットワーク

のみを利用しておりまして、その利用料

としての負担金、１１６万１，０００円

及び協議会自体の運営に必要な経費とい

たしましてのいわゆる会費的な要素とし

て全市町村一律の３５万円を加えました

１５１万１，０００円を負担金として予

算計上させていただいております。

　この総合行政ネットワークでございま

すが、平成２１年３月に全面再構築が行
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われておりまして、その費用でございま

すが、大阪府全体での構築費、コンピュー

タ機器の賃貸借料、通信回線費用等をす

べて合算した費用を府下全市町村で均等

に割った額となっておりまして、本市は

１１６万１，０００円となっております。

　また、会費の３５万円でございますが、

主な内訳といたしましては、調査研究事

業費、あと加盟自治体の情報部門職員に

対する研修及びセミナー等の開催、あと

事務局の運営費となっておりまして、こ

のうちで変動する要素でございますが、

この調査研究事業でございます。

　この調査研究事業は、その当該年度の

調査研究事業の決定が前年度末、３月の

総会で決定されますので、その予算計上

といたしまして、各市一律３５万円を計

上させていただきまして、その年度の調

査研究事業の内容によりまして、この負

担金が若干変更いたします。

　平成２２年度におきましては、ＯＳＳ

デスクトップ利用に関する調査研究事業

及び大容量ファイル送受信システムに関

する調査研究事業及び実証実験、これら

の調査研究事業が行われまして、結果的

に会費３５万円から１０万円減額の２５

万円という形になっております。

○三好義治委員長　村上委員。

○村上英明委員　先ほどの徴収率の件で

ございますけれども、ご答弁におきまし

て、過去の推移等々を見据えた中で今回

の９３．９％というのを設定されたとい

うふうに認識をしておるんですけど、目

標というのはある面いろいろと諸条件が

ありますけども、１００％というのも一

つの目標設定としてもいいんじゃないの

かなと、そういうふうに思うわけです。

過去の推移がこうだからこういう設定を

したよという理由があるかもわかりませ

んけれども、いろいろと市民の世帯、３

万４，０００世帯等々ございますから、

そういう意味で、いろいろと諸条件等々

ありますけども、ある意味、私としては、

この１００％の目標に向けて、いろんな

形で取り組むということを、納税課、ま

た先ほどありましたコールセンターです

ね、また徴収員さん等々を含めた形でど

ういう体制をとれるかというのが、そっ

からまた新たな考え、展開も出てくるん

ではないかなとそういうふうに思うわけ

でございますので、今後の徴収率につき

まして、いろんな角度から、また先ほど

のコールセンターもことし１名増員され

るというふうに聞いてますけども、そう

いうことも含めて、この徴収率、どうい

う形でやれば上がっていくのかなという

ことが、ひとつそこにポイントを置いて

いただいて、また今後の設定を考えていっ

ていただければなと思いますので、この

点については要望とさせていただきます

ので、よろしくお願いいたします｡

　府税徴収の事務員の３，３００円が３，

０００円になったことは、今まで税制改

正等々あった関係で、今年度については

本則に戻りましたよということだったと

思いますけども、今後もしっかりと執行

をまたお願いをしたいなというふうに思

いますので、よろしくお願いいたします。

　それから、権限移譲の件でございます。

いろいろと法改正等々をされるといいま

すか、されているといいますか、継続審

議もあったということでございます。そ

ういう中で、この地方自治法の改正とか

いうことが、例えば、これが今の継続審

議の中で法案が通れば、この権限移譲の

交付金が今後どうなるのかですね。例え

ば、交付金という形ではなくて、法律で

権限移譲が決められてしまって交付金が

もう要はなくなってしまうということが

あるのかどうかというのを１点お聞きし
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たいのと、それから、もう一つ、いろい

ろとこの権限移譲の件で、法律等々の勉

強が今度必要でもあるかと思います。そ

ういう中で、研修体制と大阪府からの権

限移譲ということですので、その担当課

等々も含めて、どういうサポート体制を

とられているのかという点についてお尋

ねをしたいと思います。

　それから、人事課所管の賃金の件はわ

かりました。処遇改善等々、それから、

ＯＣＲ、今まで各課でやっていたものを

まとめてするということで、会計室に１

名増員ということでやっていくというこ

とです。その中でまた、処遇改善、今は

本当に一つターゲットといいますか、光

も当てられているということもございま

すので、そういう意味で、また６６０名

体制等々も含めて、この人員とそしてま

た処遇改善ですね、やっぱりモチベーショ

ンを上げるっていうのが一つの大事なこ

とにもなるかと思いますので、そういう

意味ではしっかりと健康管理もあります

けども、今後、モチベーションを高める

という意味でしっかりとやっていってい

ただければなと思いますので、よろしく

お願いいたします。

　それから、電子自治体の件については、

わかりました。そういう中で今後しっか

りとネットワークを使うについては、やっ

ぱりセキュリティというのが一番大きな

ところかなと思いますので、これらにつ

いてもこの精度の向上、また、安定した

システム構築をしっかりとこの府内での

協議等々も含めて、摂津市としてこれは

どれが一番いいのかというのをまたいろ

いろと環境等々、また地域状況等もある

と思いますので、そのあたりをしっかり

と選定をしながら取り組んでいっていた

だければなと思いますので、よろしくお

願いいたします。

　消火栓の件、お聞きをさせていただき

ました。先ほど、１，７７０基の消火栓

がありますということでございますけど

も、そしてまた充足率が９０％以上とい

うことも言われておられました。この充

足率の考え方ですね。１００％に持って

いくというのは一つの目標にあるかと思

うんですけども、この充足率の目標設定

ついてどう考えられているのかお尋ねを

したいと思います。

　あと、備蓄の件は、わかりました。摂

津市の方にもし何かあったときも対応で

きるように、しっかりと備蓄の方をお願

いをしたいなというふうに思います。

○三好義治委員長　答弁を求めます。

　山口課長。

○山口政策推進課長　権限移譲について

のいろいろな義務づけ、枠づけを初め、

地方分権、法案が通ったら大阪府の交付

金はどうなるのか、今、受けるというこ

とを表明している部分で、経常的にとい

いますか、１件処理当たり幾ら、何時間、

いわゆる単価掛ける件数ですね、その部

分も、大阪府から移譲を受ける事務が、

法律によって基礎自治体の権限とされた

場合にどうなるのか、というふうなご質

問かというふうに理解させていただいた

んですけども、実際に、この法律改正が

今後出てくる中で、何件か本市の方で、

大阪府から受け入れをする分で、法律で

もって現在都道府県が処理をするという

ふうになっているところのものを、地方

公共団体基礎自治体が処理するというふ

うに改められるものが幾つかあるようで

ございます。

　数についてはきっちり把握してないん

ですけども、いくつかあったと思います。

　大阪府では、３か月に１回程度、地方

分権権限移譲担当者会議というのがござ

いまして、そちらで伺ってる限りでは、
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今後いろいろ法律で都道府県となってい

るものを、今現在、市町村におろす場合

については、大阪府の方で地方自治法に

基づく事務処理特例条例というのをつく

りまして、この事務は、法律では都道府

県だけだけれども、特別に市町村が処理

をする、というふうな感じの条例をつく

るわけですけれども、その辺の手続は聞

いておるんですが、法案が通ったときに、

既に受けてる事務の交付、いやそれはも

う法律通ったんだから、市町村の自治事

務として、固有事務として処理になるの

で交付金は打ち切りますというふうな、

そこまでの話は聞いておりません。これ

は早急に府の方にも確認をとりたいと考

えております。

　それと、受け入れの部分での研修体制

とか、府のサポート体制についてはどう

なってるのかというお問いであったかと

思います。

　例えば、特定非営利活動法人の設立認

証等という、いわゆるＮＰＯ法人の認証

事務というのを、今回２３年４月から市

民活動支援課の方で受けるわけでござい

ますけれども、例えばちょっとこれ例に

とります。１０２項目、それぞれ支援メ

ニューが異なってございますので、例え

ば、この分でいう人的支援的な部分でい

いましたら、移譲前には移譲市町村を対

象にした研修会、講習会を何度か開くと

いうことで、市民活動支援課の方でこち

らに出席をしております。

　それから、もちろんマニュアルであり

ますとか、研修生の受け入れであります

とか、あとを実施をされるということで

ございます。

　それから、移譲後につきましては、府

と移譲を受けた市町村とで、実務担当者

会議というふうなものを設置をして、そ

の場で疑義があることなんかを議論しな

がら、市町村と府との情報共有と統一的

な事務処理を支援をするというふうなメ

ニューが提示されております。

　また、その他、府の方では相談に対し

てはいつでも応じますよというふうなこ

とで、府の方からこちらに派遣というと

ころまでは聞いておりませんけれども、

例えばそのようなメニューが個々個別の

移譲の事務ごとに用意はされております。

それにのっとって、基本的には担当所管

と大阪府の担当課の方で、本市はこれを

希望するというふうなことを話をしてい

ただいて、その移譲に当たっての支援を

受けるということにしております。

○三好義治委員長　本山参事。

○本山消防本部参事　消火栓の充足率の

考え方についてでありますが、基本的に

は消防水利の基準というのがありまして、

半径１４０メートルで、円を描いた中に

消火栓を入れなさいという、現実的には、

過去、大分古い基準でありまして、適用

されないというか、実に応じてないよう

なとこがあります。基本的には消火栓で

すので、上水道の上にありまして、例え

ば区画整理土地であるとか、それから、

淀川の河川敷付近でありますと国土交通

省の所管になっておりまして、水道管等

が入っておりませんので、消火栓がつけ

れません。

　そういう中で、例えば十三高槻線であ

りますとか、今回の摂津市駅、こういう

場合、駅前が開発されます。こういう何

にもなかったところに水道管が引かれま

して、消火栓がついていきます。

　こういうことで、土地の形態の変化と

ともに、充足率的にはそこに水道管が入っ

ていけばついていくという考え方で、こ

れで１００というのは、限りなく土地の

形態が変わってきまして、また、どこか

で整備がされましてマンションが建つと
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か、また駅前開発があったとか、こうい

うことが次に起きてきますと、何もなかっ

たとこに水道管が入り、そこには消火栓

がついてくるという形で、現状、今１，

７７０基ありますというふうにお答えさ

せていただきましたけども、上水道管の

あるところにはほとんど９０％以上、消

火栓設置がされていますということで、

充足率的には今後またふえていきますと、

そこに消火栓設置を先ほどの３点の負担

金の中から開発等々で設置をしていくと

いうこういう考え方であります。

○三好義治委員長　村上委員。

○村上英明委員　地方分権の件でござい

ますけれども、この分権、項目によって

はさまざまな法律なり、また府の条例等

ともいろいろと連携をしながら、進めて

いっていかなければいけないような事業

も多々あろうかと思います。そういう中

で、この４月からスタートとなってくる

ようなこともございますし、また、項目

によっては、年間何件発生するかわから

ないといったら怒られますけども、そう

いう項目もあるのではないかなと、そう

いうふうに思うわけでございます。そう

いう中で、今のこの６６０名体制という

ことで、かなり窮屈なと言ったら怒られ

ますけども、業務をかなり絞っていくよ

うな方向性だと思いますので、そういう

中にあって、法律の研修等々が重なって

くるということもありますので、そうい

う意味では職員の負担感が高まらないよ

うな形で、また人員の異動もあるかと思

いますけども、それの整理も含めて対応

していっていただければなと思います。

また、その権限移譲の項目によって市民

生活に支障を与えないような形で対応を

お願いしたいというふうに思います。

　よろしくお願いいたします。

　消火栓の件は、わかりました。その中

で、市民の方から一つ御要望がございま

して、この消火栓の模型をつくって、そ

れを使って地上で防災訓練みたいなこと

ができないのかと、そういうようなお話

もございました。例えば実物の模型を、

例えばどっかの撤去品をそのまま置いと

いて、それを使って地上で防災訓練等々

で使用できないかというようなお話がご

ざいましたので、それの考え方というか

方向性について、もしあればお尋ねをし

たいなと思います。

　そして、１回目に質問しましたけども、

きめ細かな交付金、また住民生活に光を

そそぐ交付金等々ですね、趣旨にそった

ような形で、しっかりと執行していただ

ければなと思いますので、よろしくお願

いいたします。１点だけ、よろしくお願

いします。

○三好義治委員長　本山参事。

○本山消防本部参事　消火栓の実物模型

的なものが演習の中でできないかという

ことでありますけども、市民参加の訓練

時に、実際に消火栓から水を出す訓練に

つきましては、現実には不可能でありま

すので、実際の消火栓に消防ホースをつ

なぐところまでとなっております。

　今後の訓練につきまして、消火栓から

実際に放水をする体験訓練として、消火

栓の演習用の模型ができないものかとの

提案でありますので、市民の防災意識の

向上と地域防災力の向上の点から、どの

ような方法があるか、またどのようなの

がいいのか、検討してまいります。

○三好義治委員長　村上委員。

○村上英明委員　消火栓の件でございま

すけども、今までも各校区で防災訓練を

されている中で、現地でやってきた、そ

ういった訓練もございました。ただ、そ

ういう現場でも水が出せないということ

もございますし、また、交差点付近とい
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うこともございました。安全面も含めて、

模型があれば、学校の校庭なり公園等々

の真ん中ぐらいで、大勢の方が見ながら

できるかなと、そういうふうに思います

ので、この点も含めて、また検討してい

ただければなというふうに思いますので、

よろしくお願いいたします｡

○三好義治委員長　以上で質疑を終わり

ます。

　暫時休憩します。

（午後１時４３分　休憩）

（午後１時５４分　再開）

○三好義治委員長　再開します。

　議案第４号の審査を行います。

　本件については、補足説明を省略し、

質疑に入ります。

　野口委員。

○野口博委員　土地開発公社に対する一

時貸し付けということで、これまで水道

の方から出されてましたけども、今回か

ら財産区財産の方から一時借り入れをす

るということになってますけど、それの

状況についてご説明いただければと思い

ます。

○三好義治委員長　北野次長。

○北野総務部次長　財産区財産の資産を

土地開発公社に貸し付けることについて、

土地開発公社が土地を、約２０億程度持っ

ておりますので、その土地を基本的に基

本財産が９億程度ございますので、一定

保つには短期的に資金を回していかけれ

ばならないという状況がございます。

　その資金繰りなんですが、基本的には

市中銀行とこれまで水道部から資金を貸

し付けていただいて、土地開発公社が回っ

ておったわけなんですけど、私どもが考

えましたのは、そのいわゆる市中銀行は

短期プライムレート、恐らく１．３％、

今の市場の情勢はわかりませんが、１％

を超える金利でもって運用してるわけで

す。その金利負担に対しまして、一般会

計から、これまでは２，５００万円の公

社に対する補給金を支出してまいりまし

た。

　それで、今回、財産区の財産を活用し、

預入金利が大体今の状況でしたら、０．

１％もございませんが、基本的に市中銀

行に貸し付けても０．１％、それを公社

に０．２％で貸し付けることによって、

市中銀行の短期金利とのその利ざやを稼

ぐということで、今回、財産区財産の資

金を貸し付けていただいたということで

ございます。

○三好義治委員長　野口委員。

○野口博委員　その財産区財産から一時

借り入れする金額などはどうですか。

○三好義治委員長　北野次長。

○北野総務部次長　手元に正確な金額の

資料がなく、ちょっと端数まで生じてる

かもわかりませんので、金額につきまし

ては委員に資料をすぐ提供させていただ

き、金額と金利についてお示ししたいと

思いますので、この場ではそれでご了承

いただきたいと思います。

○三好義治委員長　以上で質疑を終わり

ます。

　暫時休憩します。

（午後１時５７分　休憩）

（午後２時　　　　再開）

○三好義治委員長　再開します。

　議案第２１号の審査を行います。

　本件については、補足説明を省略し、

質疑に入ります。

　野口委員。

○野口博委員　そうしましたら、確認だ

けさせていただきます。

　今回、職員定数９２９人から８３９人

に、全体としても減少させるということ

であります。議会の職員数から市長部局

等、八つの部局の職員の内訳であります
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けども、お尋ねしたいのは、まず、９２

９人という数字がいつだったのか。その

ときの、この議会等８部局のそれぞれの

人数がどうであったのかということが一

つです。

　加えて二つ目は、ことしの４月１日の

予定数が、全体数、この９２９人という

くくり方の中で何人になって、それぞれ

８部局の人数がどうなるのかという数字

をお示しいただけませんか。

○三好義治委員長　石原課長。

○石原人事課長　まず、改正前の９２９

名のものについてでございますが、平成

５年４月１日に定数条例改正されたとき

に示された定数でございます。そのとき

の実数についてはちょっと手元に資料が

ございませんので、また後ほど報告させ

ていただきます。２３年４月１日の実数

につきましても、今、手元に数字がござ

いませんので、後ほどお答えさせていた

だきます。

○三好義治委員長　暫時休憩します。

（午後２時４分　休憩）

（午後２時６分　再開）

○三好義治委員長　再開いたします。

　石原課長。

○石原人事課長　平成２３年４月１日の

職員予定数６５６の実数についてお答え

させていただきます。

　議会事務局の方で７名、市長部局で３

３８名、監査委員事務局３名、選挙管理

委員会２名、農業委員会事務局２名、教

育委員会の事務局職員１７６名、消防機

関の職員９３名、水道事業の事務局の職

員３５名、計６５６名となっております。

○三好義治委員長　野口委員。

○野口博委員　条例定数の変更で、今回、

８３９名にという提案でありますが、実

数が６５５という、この約１８０名ぐら

い差がありますけども、事前に各自治体

の様子を見ますと、実数は条例定数の７

割ぐらいだという話も聞いたことありま

すけども、この実際の数とこの職員の人

数のくくり方の考え方といいますか、そ

の辺はどういうふうに理解したらいいの

か、教えていただきたいと思います。

○三好義治委員長　石原課長。

○石原人事課長　定数と実数の関係につ

いてでございますが、先ほど委員がおっ

しゃられたように、大阪府内類似団体の

方で調査しましたところ、職員定数に対

する実数の職員数の割合がおおむね７５

％から７８％となっております。そちら

の一定の数も勘案しながら、今後、定年

延長、また公務員制度の改革など、行政

需要の見通しといいますか、ますます期

待されるものというのも大きくなるのか

なと考えておりますので、それらに対応

できるよう、実際の実数よりも、定数に

ついては職員数の上限を定めるものであ

りますので、その辺を勘案しながら、今

回の８３９名という人数を上げさせてい

ただいております。

○三好義治委員長　野口委員。

○野口博委員　例えば、消防職員は９３

人でぎりぎりなんですね。水道職員は７

３人が条例定数で、実際は３５人という

ことで、今後、これまでの取り組みも含

めて多くなることはまずないというのは

はっきりしておりますけども、市長部局

が３３８人と、今回、少し減りますけど

も、定数は４５０人になりますけども、

そういうその満杯で条例定数を合わせる

分と、その近い人数でされてる分と、大

分開きがありますけども、それはどうい

うふうに、考え方としては整理されてる

んでしょうか。

○三好義治委員長　山本次長。

○山本市長公室次長　定数条例の全体の

考え方というお問いであると思います。
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　近隣市によりましては、毎年度といい

ますか、４月１日の職員数を見込める段

階で定数条例を、現に見込める数字に若

干上乗せのような形で、定数条例を定例

的に条例改正しておられる市もございま

す。

　我々といたしましては、定数条例とい

うのは、やはりそう定例的といいますか、

随時変更するということでなく、何かや

はり一つ改正する際には、それなりの理

由を持ちながら改正をしてきたという過

去の経緯がございます。定数条例と実際

の職員数の差につきましては、現実的に

差があることは十分認識をいたしており

ます。その差について、やはり他市のよ

うに、その実際の職員数を見込みながら

改正した方がいいというような風土と申

しますか、そういうような状況になれば、

我々としてもその様なことを検討してい

かなければいけないというふうに考えて

おりますが、先に石原課長が申しました

今現在の職員数見込みの６５６名、これ

はあくまで正規職員の中で週５日勤務を

している職員でございます。皆様もご存

じのように、再任用制度がございます。

そこには再任用短時間、週４日勤務の職

員もおります。それが約５５名、今回見

込みで５５名にのぼると。それを合わせ

ますと、現在７１１名になるというよう

な状況でございます。また、非常勤にお

きましては、先般ご答弁したようなとお

りで、総人数１，１００名を超える職員

がこの４月には見込まれるということで

ございます。

　そのあたり、再任用制度の短時間職員

につきまして、今現在、定数条例の数と

して入れないというような制度になって

おります。定年延長を見込んだときに、

そのような職員もやはり定数の中に入っ

てくるというようなことも想定をしてお

りますので、今のところ、若干、実数と

条例の間に差を持たせていただきたいと

いうようなことでございます。

　また消防につきましては、やはり安全・

安心のまちづくりの観点から、従前から

定数にほぼ近い、実数がほぼ近いような

形で職員数を配置しているというような

状況でございますので、ご理解のほどを

よろしくお願いいたします。

○三好義治委員長　野口委員。

○野口博委員　一応確認ですけども、そ

うしますと、将来の予測ということで、

こういう職員定数に入るか入らないかど

うかわかりませんけども、定年延長の話

も当然ありますし、再任用がどうなのか

わかりませんけども、そういうことも見

越しながら、７５％から７８％という数

字も頭に入れながら、今回こういう見直

しを行ったということで理解してよろし

いんでしょうかね。実際問題、教育委員

会と市長部局だけでありますので、その

辺は今回の機構改革の中心点だけいじっ

たと。そういうもろもろの判断でなされ

たということで理解してよろしいんでしょ

うか。

○三好義治委員長　羽原公室長。

○羽原市長公室長　定数条例のご質問に、

お答えを申し上げます。

　先ほど山本次長からご答弁申し上げま

した内容と、それほど違うご答弁にはな

りませんけれども、定数条例そのものは、

実数から相当かなり上乗せの形になって

います。これはご質問にありましたよう

に、同規模の団体と比べるときに、大体

８割弱ぐらいの定数を用意をしておると

いうところから、私どももそれを一応参

考として定数の設定をいたしております。

　内訳といたしましては、消防は先ほど

申し上げましたが、やはり定数枠いっぱ

いいっぱいとっております。
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　水道部につきましては、今現在の予定

といたしまして、将来、土木下水道部の

一部と統合して上下水道部というような

形も、一定にらんでおりますので、そう

なりますと、そこでやはり定数ももう一

回さわらなきゃいかんということもござ

いまして、一定余裕を持たせておるとい

うこともございますから、そういう将来

見込まれる可能性の要素も残しながら、

今回は条例改正をお願いをしておるとい

うことでご理解をお願いいたします。

　北摂でも何市かは毎年のように定数条

例をさわっておりますけど、そういうと

ころは実数と定数の率が大体９８％、ほ

とんどもう実数に近い定数条例を設定し

ていると、そういうとこもございますけ

れども、それはもう毎年のように条例を

さわっておるわけでして、私どもは毎年

条例をさわることにはそれほど大きな意

味はないだろうというふうに思っており

ますので、現時点での将来を見越して、

定数枠としての設定を今回させていただ

いたというふうにご理解をお願いいたし

ます。

○三好義治委員長　野口委員からの質問

で、平成５年の実数の枠組みについては

後ほど資料で出してください。

　以上で質疑を終わります。

　暫時休憩します。

（午後２時１５分　休憩）

（午後２時１６分　再開）

○三好義治委員長　再開いたします。

　議案第２３号の審査を行います。

　本件については、補足説明を省略し、

質疑に入ります。

　野口委員。

○野口博委員　今回、ご説明があったよ

うに、課長代理級に管理職手当を設ける

と。従来の課長代理級、２，０００円、

係長１，０００円の役付職員手当、いわ

ゆる特勤手当ですけれども、これを廃止

をするという中身であります。過去、い

ろいろこういう手当関係については、昨

年一定きちっと整理をされて、出発をす

るだとか、特勤手当とかいろいろと論議

をされてきましたけども、今回の改正に

至る経過について教えていただきたいと

思います。

　二つ目は、この問題に対する職員間、

組合との協議の経過などもあわせてお示

しをいただければと思います。

　北摂地域の状況はどうなのかと。去年、

そういう手当の関係のときに論議もなさ

れたと思いますけども、課長代理級の身

分だとか、役職手当などが、大体どうい

うレベルなのかもあわせてお示しいただ

きたい。

　あわせて、今回の改正もそうですけど

も、この際、いわゆる一般職員以上の主

査、係長、課の主幹、課長代理、課参事、

課長、部参事、部次長、部長、それぞれ

の人数がわかれば、参考に教えていただ

きたいと思います。

　もう一点は、日常業務の中で今回の改

正によって、決裁をどうするかっていう

ことでも、手当てを考える場合に、一定

論議になったと思いますけども、その辺

の決裁権っていいますか、これがどうな

るのか、あわせて教えていただきたいと

思います。

○三好義治委員長　山本次長。

○山本市長公室次長　役付手当の廃止と

管理職化への経過、並びに決裁区分に関

してのご質問にご答弁をさせていただき

ます。

　役付手当、１，０００円、２，０００

円の手当てにつきましては、過去から、

やはり大阪府のヒアリングの中で問題が

あるのではないかという指摘を受けておっ

た経過がございます。その件につきまし
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ても、職員団体の方と情報交換をしなが

ら、今日まで至った経過はございます。

　職員団体との他の手当ての中で、住居

手当であるとか、通勤手当等々、順次一

つひとつ、国の示す手当てに近づいてき

てるということは事実でございますし、

職員団体の方も理解をいただき、今日ま

で至ったということでございます。

　その中で、当初は１，０００円、２，

０００円と係長、課長代理の管理職手当

の件は別で動いていたのは事実でござい

ます。係長、課長代理級への管理職手当

化、並びに権限の委譲につきましては、

昨年策定いたしました第４次行革の中で、

一つの項目として起こしてきたところで

ございますので、過去からの課題と第４

次の課題をあわせて、昨年から職員団体

と協議を重ね、その役付手当の廃止と、

課長代理のみになりましたが、管理職手

当化についての合意に至ったということ

でございます。

　それと、委員の方からお話がありまし

た決裁区分でございますが、当然、我々

といたしましては、管理職手当をお支払

いするということで、現課長決裁のもの

を幾ばくか、課長代理にお任せをすると

いうことで事務を進めて、今、最終調整

段階にいっております。

　条例なり、規則なりでいろんな決めご

とがございます。その決めごとで大きく

裁量権というところに反映しない項目に

つきまして、また日常的な業務について

は課長代理に決裁区分を委譲させていた

だきたいというふうに考えております。

　そのことによりまして、事務のスピー

ドもアップしてまいりますし、課長代理

の責任も芽生え、人材育成にもつながっ

ていくものであるということで考えてお

ります。

　詳細につきましては、財務に関すると

ころが多ございまして、財務規則の中で、

随意契約ができる単価が決まっています

が、その辺の単価に合わせるような形で、

支出負担行為であるとか、支出命令であ

るとかにつきましては、課長代理の方に

事務を委譲したいというふうに考えてお

ります。

　詳細につきましては、今、最終詰めを

している段階でございますので、もうし

ばらくお時間をいただければというふう

に思います。

　あと、詳細の北摂の状況、並びに職員

団体との詳細な協議につきましては、石

原課長の方から答弁をさせていただきま

す。

○三好義治委員長　石原課長。

○石原人事課長　まず、北摂各市の状況

でございます。

　課長代理の管理職手当につきましては、

池田市が４万８，０００円、高槻市は６

万円、茨木市で５万６，０００円、箕面

市で５万３，０００円、となっておりま

す。あと２３年３月１日の職員数で、各

職階の人数をお答えさせていただきます。

　部長が１３名、理事が３名、次長が９

名、部参事が１６名、課長が３３名、課

参事が１８名、課長代理が３５名、主幹

４０名、係長４３名、主査主任が８５名、

副主査副主任が１６４名、係員が２３４

名となっております。

　あと、職員団体等との協議等について

でございますが、人事制度全般について

の改正について、２２年の１２月に申し

入れを行っております。その中で、役付

手当の廃止と管理職手当制度の見直しに

ついての申し入れを行いまして、その後、

人事制度についての内容の説明会を数回

行いました。交渉の方も折衝とあわせま

して数回行い、課長代理の管理職手当化

に至っているところでございます。
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○三好義治委員長　野口委員。

○野口博委員　経過を聞かせていただい

て、組合とは協議をなさって合意に至っ

たということであります。

　過去の一連のこういう給与などに対す

る見直しは国に準じて見直し協議を行っ

てきたというのは理解しております。

　大きな問題は、そのご答弁があった決

裁権の問題ですね。確かに残業手当も出

るという、２，０００円プラスですね、

そういうところと、今回は４万円をつけ

るということと、そういう実利の問題で

もきちっと論議をされて合意に至ったの

であれば、それにこしたことはないと思っ

ておりますけども、例えば、ご説明にあっ

た単価の大小によって、いわゆる決裁の

中身を変えていくとおっしゃいましたけ

ども、一般的に見ますと、物事を進める

ためにはその部として、課として判断し

なきゃならない問題について、二、三人

でできる問題とか、課全体ですべき問題

とかいろいろあると思いますけども、そ

ういう日常的なこれまで最終判断をされ

て物事を進めていくというそういう流れ

と、おっしゃった今回の決裁権の変化と

いいますか、それを少しわかりやすく説

明をいただけないかと思っています。

　もう一点は、課長代理級は一般的には

組合員にはならないっていうことになろ

うかと思いますけど、当面どういう形で

その身分としては扱うのか、それもあわ

せてお聞かせをいただければと思います。

○三好義治委員長　山本次長。

○山本市長公室次長　事務の流れと実際

の決裁区分というようなご質問と、課長

代理の公平委員会規則の管理職規定との

関係のご質問にご答弁をさせていただき

ます。

　事務の流れにつきましては、重きもの

につきましては、当然、課長、次長、部

長がおりますので、通常の中で課長代理

が判断できない項目については、従前ど

おりそのようなことがあろうかと思いま

す。ですけども、先ほど申しましたよう

に、規則、条例等々で、ある一定の項目

がございます。中には、やはり特例で市

長が認めるものであるとか、部長が認め

るものであるとかということはございま

す。その辺の項目につきましては、当然、

課長代理のみの判断でなく、上司である

ものの判断が生じてこようかと思います

が、規則でこうこうはこうあるべきと、

こうするということにつきましては、な

るべく課長代理の判断で事務を執行して

いきたいというふうに考えております。

　金額につきましても、やはり定例的に

支払う光熱費でありますとか、小さい消

耗品でございますとか、その辺につきま

しては、財務規則で随意契約ということ

もうたっておりますので、そのあたりに

ついては通常業務というところで、課長

代理に決裁をしていただくことで通常の

事務が効率的になるというふうに考えて

おります。

　それと、身分の問題といいますか、公

平委員会の管理職規則との問題というこ

とでございますが、大阪府内全域を見渡

してましても、現実に課長代理について

は、管理職手当化ということになります

が、職務によりまして、非組合員と申し

ますか、人事課の課長代理は、今現在も

組合員でなく理事者側の立場に立ってお

ります。

　その辺で申しますと、今は管理職手当

を払っておりませんが、理事者側の立場

で物を言わなければいけない職員もおり

ます。大阪府全域の状況を見てみますと、

管理職手当を払いながら、基本原則組合

員であるということが大阪府下のスタン

ダードと申しますか、そのような状況に
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なっておりますので、その辺は職員団体

との協議の中で、そのような決着を見た

ということでございます。

　ただ、職務によりましては、今までど

おり、理事者側の立場で仕事をするとい

う人間は、課長代理、係長の中にも出て

こようかと思いますので、公平委員会規

則につきましては、余り我々が申せない

ところだと思いますが、通常どおりの考

え方でお願いをしたいというふうに考え

ております。

○三好義治委員長　野口委員。

○野口博委員　少し参考に聞かせていた

だきたいんですが、今後のその幹部職員

の育成という点で、先ほど、部長から副

主査、係員まで数字をお示しいただきま

したけども、ことしも７名の部長が退職

されますし、あと数年しましたら、もっ

ともっと若くなるということになろうか

と思いますけども、この間の係長昇級試

験だとか幹部職員を登用するためのいろ

んな制度もつくってきましたけども、今

後の、いわゆる指導者をつくっていく点

で、どういうのがポイントだと思ってい

るのか、参考にお聞かせいただきたいと

思います。

　今、説明がありましたように、決裁権

の問題で、スムーズに物事が進むように

していただきたいと思うんですけども、

最近、この一、二年に退職されたある部

長さんがおっしゃるには、例えば、外部

から市役所を見てどうかと感想を聞きま

したら、やっぱり仕事が遅いって言うん

ですね。自分たちは現職時代そうだった

けどもという話もされてます。まず、言

いわけから始まると、もう率直におっしゃっ

てましたけども、そういうことが、より

改善されるように、今回のこういう改正

によってできるようにしていただきたい

ということを少しお願いしておきたいと

思います。

○三好義治委員長　羽原公室長。

○羽原市長公室長　管理職の育成のポイ

ントをどういうふうに考えておるかとい

う趣旨のご質問かというふうに思います。

　昨年、ことしと団塊の世代が、本市に

おきましても大量に退職をいたします。

当然、管理職層においても２年続けて大

量に退職者が発生をいたします。ですの

で、今後、組織が大きく変わらない限り

は、より若い層からやはり管理職として

処遇をしていくことになるんであろうと

いうふうにも考えております。

　公務員の世界も非常に法律、制度が大

きく変わってきておりますので、従来の

常識のままではやはりなかなか管理職と

しては今後難しいと思います。あるいは、

新しい社会の動き、状況をとらえる感覚

能力が必要になってくると思いますので、

そういう意味では、若い層からぜひそう

いう管理職層に上がってきてもらうとい

うことも大事なことかなというふうに思っ

ております。

　ただ、残念ながら、私どもの採用され

た次の年から、非常に採用数が激減して

おりまして、これはもう以前からわかっ

てはおりましたけれども、なかなか、こ

の１０年ぐらいの人の層が、やはり民間

でもそうかもしれません、薄いというこ

ともありますので、その辺をどういうふ

うに今後、各管理職層に昇格をされた方、

やはり一踏ん張りの時期は、これからし

ばらくあるのかなというふうに思います

けれども、そういう時期をやはり通じて、

リーダー層として育っていく一つの時期

にこれから入ったなと思います。

　ですので、学卒採用だけではなくて、

やはり経験を踏まえた経験者の採用であ

るとか、採用についても、より柔軟な対

応の仕方、工夫の凝らし様がきっとある
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と思いますので、これまでの北摂の共同

採用のみならず、もう少し工夫をした採

用も考えながら、今後の人材育成につい

てはもう一度整備をしていく必要がある

のかなというふうに思っております。

○三好義治委員長　以上で質疑を終わり

ます。

　暫時休憩します。

（午後２時３４分　休憩）

（午後２時３９分　再開）

○三好義治委員長　再開します。

　討論に入ります。

（「なし」と呼ぶ者あり）

○三好義治委員長　討論なしと認め、採

決します。

　議案第１号所管分について、可決する

ことに賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○三好義治委員長　賛成多数。

　よって、本件は可決すべきものと決定

しました。

　議案第４号について、可決することに

賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○三好義治委員長　全員賛成。

　よって、本件は可決すべきものと決定

しました。

　議案第９号所管分について、可決する

ことに賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○三好義治委員長　全員賛成。

　よって、本件は可決すべきものと決定

しました。

　議案第２１号について、可決すること

に賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○三好義治委員長　全員賛成。

　よって、本件は可決すべきものと決定

しました。

　議案第２３号について、可決すること

に賛成の方の挙手を求めます。

（挙手する者あり）

○三好義治委員長　全員賛成。

　よって、本件は可決すべきものと決定

しました。　

　これで、本委員会を閉会します。

（午後２時４０分　閉会）

　委員会条例第２９条第１項の規定によ

り署名する。

　総務常任委員長　　三　好　義　治

　総務常任委員　　野　口　　　博
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